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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準

作成機関である一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を改正すべ

きとの申出があり，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS Q 9024:2003 は改

正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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 Q 9024：0000 
 

マネジメントシステムのパフォーマンス改善－ 
改善の手順及び技法の指針 

Performance improvement of management systems- 
Guidelines for procedures and methodology for improvement 

 

0 序文 

0.1 一般 

組織がその使命，理念及びビジョンを果たし，持続可能な成長を実現するためには，環境の変化に俊敏

に適応し，顧客及びその他の利害関係者のニーズ及び期待に応える高い顧客価値を創造していく必要があ

る。また，そのためには，目標を現状より高い水準に設定して，問題又は課題を特定し，問題解決又は課

題達成を繰り返すことで製品及びサービス，プロセス又はシステムを改善することが重要である。 

改善は，次のようなことに寄与する。 

－ 新たな価値の創造及び提供による顧客及びその他の利害関係者の満足度の向上 

－ 製品及びサービスの品質，コスト，量及び納期，安全性などの最適化 

－ 気候変動によるリスクを含む，地球環境などの問題及び課題の解決 

－ 働く人々の満足，士気，倫理などの向上 

改善を効果的かつ効率的に実施するためには，科学的にアプローチすることが重要であり，成功した改

善には共通するパターンがあるため，これを手順として活用することが有効である。また，手順に沿って

改善を進める場合，問題及び課題の種類に応じて適切な技法を活用することが重要である。 

この規格は，問題及び課題の解決及び達成によって組織の総合的なパフォーマンスを高めることを目的

に，改善を効果的かつ効率的に行うための手順，改善に有効な技法及び改善の組織的な推進に関する指針

をまとめたものである。 

なお，改善は，総合的品質管理（Total Quality Management，以下，TQM という。）において中核となる活

動の一つである。TQM において中核となる活動及びその組織的推進を，附属書 A に示す。 

0.2 他の規格との一貫性 

この規格は，改善の手順及び技法に関する指針として独立して使用することを意図して作成されている

が，マネジメントシステムのパフォーマンス改善に関する一連の規格である，方針管理を対象とする JIS 
Q 9023，日常管理を対象とする JIS Q 9026，プロセス保証を対象とする JIS Q 9027，小集団改善活動を対

象とする JIS Q 9028，品質マネジメント教育を対象とする JIS Q 9029，新製品及び新サービス開発管理を

対象とする JIS Q 9030，並びに顧客のニーズを把握及び変換する方法論である品質機能展開を扱った JIS 
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Q 9025 と整合性のある規格として相互に補完して使用することが可能である。 

また，この規格は，JIS Q 9005 が規定する持続的成功を実現するための品質マネジメントの構築及び運

用において適用可能な支援規格の一つとして使用されることを考慮している。 

0.3 JIS Q 9001 及び JIS Q 9004 との関係 

この規格は，組織が JIS Q 9001 及び JIS Q 9004 に基づくマネジメントシステムを効果的かつ効率的に

運営管理するための支援規格として使用されることを考慮している。 

0.4 他のマネジメントシステムとの両立性 

この規格は，環境マネジメント，労働安全衛生マネジメント，財務マネジメント，リスクマネジメント

などのマネジメントシステムに関する固有な支援規格として開発されてはいないが，関連するマネジメン

トシステムのパフォーマンス改善を支援する規格として組織が使用することが可能である。 

1 適用範囲 

この規格は，組織がそのマネジメントシステムのパフォーマンスを改善する際に役立つ，改善の手順及

び技法に関する指針を定めた規格であり，効果的かつ効率的に問題を解決し，課題を達成する方法を提供

している。 

この規格は，次のような事項を必要とする組織及び人々が利用することを意図している。 

－ 顧客に提供する製品及びサービスの問題又は課題を明確化し，一貫した手順で解決又は達成する。 

－ 改善チーム，QC サークルなど小集団改善活動によって，製品及びサービス，プロセス又はシステムを

維持向上，改善及び革新する。 

－ マネジメントシステムの構築及び維持，並びに指導，評価及び審査を有効に実施する。 

－ 改善の手順及び技法の教育及び評価を適切に行う。 

この規格は，業種，形態及び規模，並びに提供する製品及びサービスを問わず，改善を効果的かつ効率

的に実施しようとしている，あらゆる組織に適用することを意図している。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS Q 9000 品質マネジメントシステム－基本及び用語 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS Q 9000 による。 

3.1 
改善，継続的改善 

製品及びサービス，プロセス又はシステムについて，目標を現状より高い水準に設定して，問題又は課

題を特定し，問題解決又は課題達成を繰り返し行う活動 
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注釈 1 問題及び課題のうち，改善において特定し，改善の対象として取り上げた問題又は課題は“テ

ーマ”と呼ばれる。 

3.2 
問題 

設定してある目標と現実との，対策して克服する必要のあるギャップ 

3.3 
要因 

ある現象を引き起こす可能性のあるもので，結果に影響を及ぼすと思われるもの 

3.4 
原因 

要因のうち，ある現象を引き起こしているとして特定されたもの 
注釈 1 一般には，ある物事を引き起こす元になるものという意味で使われるが，上記の定義は，問題

解決を実践する上で有効である。 

3.5 
問題解決 

問題に対して，原因を特定し，対策し，確認する一連の活動 

注釈 1 問題と課題を区別せずに，課題達成を含め問題解決と呼ぶことがある。 

3.6 
課題 

設定しようとする目標と現実との，対処を必要とするギャップ 

3.7 
課題達成 

新たな目標を設定し，その目標を達成するためのプロセス及び／又はシステムを構築し，その運用によ

って目標を達成する一連の活動 

3.8 
再発防止 

検出された不適合，工程異常，又はその他の検出された望ましくない事象について，その原因を除去

し，同じ製品及びサービス，プロセス又はシステムにおいて，同じ原因で再び発生させないように対策を

とる活動 

注釈 1 “同じ”の定義は，組織又は業種によって異なる。 

3.9 
未然防止 

活動又は作業の実施に伴って発生すると予想される問題を，あらかじめ計画段階で洗い出し，それに対

する対策を講じておく活動 

注釈 1 未然防止のためには，過去に発生した問題を収集及び整理し，その背後にある共通性を明らか

にすること，さらにこれらの共通性を活用し，類似の問題の発生を予測することが有効である。 

3.10 
小集団改善活動 
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共通の目的及び様々な知識，技能，見方，考え方，権限などをもつ少人数からなるチームを構成し，維

持向上，改善及び革新を行うことで，構成員の知識，技能及び意欲を高めるとともに，組織の目的達成に

貢献する活動 

注釈 1 小集団改善活動を行うチームの形態としては，QC サークル，改善チームなどがある。 

3.11 
QC サークル 

第一線の職場で働く人々が，継続的に製品及びサービス，プロセス又はシステムの品質の維持向上及び

改善を行うための小グループ 

注釈 1 QC サークルによる活動においては，顧客満足の向上及び社会への貢献だけでなく，構成員の

能力向上及び自己実現，明るく活力に満ちた生きがいのある職場づくりが重要な目的となる。 

3.12 
改善チーム 

組織の重要な問題又は課題について，その解決又は達成のためにプロジェクト的につくられた小グルー

プ 

3.13 
部門横断チーム 

部門単独では解決が困難な重点課題に対処するために，異なった部門から，活用できる全ての関連知識

及び技能を結集し編成されたチーム 
注釈 1 部門横断チームには，組織の設計，製造，技術，品質，生産，及び他の該当する要員を含む。

また，顧客，又はパートナーを含めてもよい。 

注釈 2 部門横断チームは，改善チームの一つの形態である。 

3.14 
改善機会 

より効果的又は効率的な，製品及びサービス，プロセス又はシステムを生成するように変えることが可

能な状態 

3.15 
方針管理 

方針を，全部門及び全階層の参画の下で，ベクトルを合わせて重点指向で達成していく活動 

注釈 1 方針には中長期方針，年度方針などがある。 

3.16 
方針 

トップマネジメントによって正式に表明された，組織の使命，理念及びビジョン，又は中長期経営計画

の達成に関する，組織の全体的な意図及び方向付け 

注釈 1 方針管理においては，一般的に，方針の中に次の三つの要素が含まれる。ただし，組織によっ

てはこれらの一部を方針に含めず，別に定義している場合もある。 

a) 重点課題 

b) 目標 

c) 方策 

注釈 2 トップマネジメントの方針を受けて，組織内の責任者が表明した方向付けを方針と呼ぶことが
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ある。 

例 事業部長方針，支店長方針，所長方針 

注釈 3 特定のマネジメント領域の方針であることを示すために，修飾語を用いることがある。 

例 品質方針，環境方針 

3.17 
重点課題 

組織として優先順位の高いものに絞って取り組み，達成すべき事項 

3.18 
目標 

目的の達成に向けた取組において，追求し，目指す到達点 

注釈 1 目標は，測定可能な形で示されることが多い。 

3.19 
方策 

目標を達成するために，選ばれる手段 

3.20 
管理項目 

目標の達成状況を監視し，必要な処置をとるために選定した評価尺度 

4 改善の基本 

4.1 一般 

組織の目的は，提供する製品及びサービスの価値によって顧客及びその他の利害関係者の満足を得て，

持続的に発展していくことである。改善の目的は，組織が提供する製品及びサービス，又はそれらを生み

出すプロセス若しくはシステムのパフォーマンスを継続的に向上させることにある。 

4.2 改善の原則 

この規格が提供している改善に対する指針は，次の原則に基づいている。 

a) 製品及びサービス，プロセス又はシステムへのアプロ－チ 

改善の対象は，組織の中のあらゆる活動の結果である製品及びサービス，又はその結果を生み出す

プロセス若しくはシステムである。 

b) 事実に基づくアプローチ 

改善では，経験又は勘だけに頼るのではなく，現状を的確に把握して，事実をデータ化し，主観的

判断をより客観的なものにする。 

c) 論理的思考の一貫性 

改善を効果的かつ効率的に進めるためには，次に示す三つのフェーズによって，科学的で一貫した

論理的思考をとる。 

1) 問題及び課題の発見（定義） 問題は，“設定してある目標と現実とのギャップ”であり，課題は“設

定しようとする目標と現実とのギャップ”である。目標と現実とを，事実に基づいて客観的に表し，

対比することによって，問題及び課題を定義することが可能である。 
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2) 因果関係の追究及び解決策の提示 問題及び課題となるギャップの発生という事象（結果）には，

必ずその事象を生じさせている因果関係がある。事実を集めて新たな因果関係を明確にしたり，既

知の因果関係を活用したりすることで，解決策の提示が可能となる。 

3) 解決策の実施 解決策を実際に実施し，その効果を確認する。その上で，効果があった解決策を正

式に採用して標準化する。これによって，パフォーマンスを確実に向上することが可能である。 

d) 改善機会の探求 

問題又は課題が顕在化して改善機会が生じるのを待つのではなく，より高いパフォーマンス実現の

機会を探るよう努力する。 

e) 漸進的な改善及び現状打破 

漸進的な改善の基礎の上に，従来の延長上だけではなく，環境変化に対応して，次のような事項に

おいて現状を打破する。これらの事項を革新と呼ぶこともある。 

1) 新製品及び新サービス並びに新技術の開発 

2) 新たなプロセスの構築 

3) 新事業への進出 

4.3 改善及び革新（PDCA サイクル）並びに維持向上（SDCA サイクル） 

4.3.1 一般 

どのような組織又は職場でも，二つのマネジメントのサイクルが存在する。改善及び革新は，パフォー

マンスの大幅な向上を目的とした取組であり，目標を現状より高い水準に設定して，PDCA（Plan-Do-Check-
Act）サイクルを回すことで実現することが可能である。他方，維持向上は，PDCA サイクルで向上したパ

フォーマンスを維持するとともに，組織を取り巻く環境の変化に対応して，パフォーマンスが低下しない

ようにすることを目的とした取組であり，目標を現状又はその延長線上に設定し，SDCA（Standardize -Do-
Check-Act）サイクルを回すことで実現することが可能である。 

4.3.2 PDCA サイクル 

パフォーマンスを大幅に向上するためには，目標を現状より高い水準に設定し，目標と現実とのギャッ

プを認識した上で，要因と結果との因果関係を基に目標を達成するための解決策を検討する必要がある。

目標，並びにその達成のための製品及びサービス，プロセス又はシステムに関する計画を起点としたマネ

ジメントの方法が PDCA サイクルである。 

a) 計画（P） 

結果に対する目標を定める。パフォーマンスを大幅に向上するためには，目標を現状より高い水準

に設定する必要がある。その上で，要因と結果との因果関係に関する既知のノウハウを基に，目標を

達成するための製品及びサービス，プロセス又はシステムに関する計画を定める。 

b) 実施（D） 

定めた計画どおり実施する。計画どおり実施するためには教育及び訓練が必要となる。その上で，

結果を観察又は測定する。 

c) 評価（C） 

結果が目標と一致しているかどうかを判定する。一致していない場合には，要因と結果との因果関

係に関するノウハウが不足している点又はノウハウの活用の仕方が不十分な点を明確にする。 

d) 処置（A） 

上記の結果に基づいて，結果が与える影響が大きい場合には応急処置を取るとともに，目標が確実
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に達成できるように製品及びサービス，プロセス又はシステムに関する計画（P）を是正する。また，

その効果を確認し，効果が十分でない場合には評価（C）に戻って再検討を行う。 

4.3.3 SDCA サイクル 

パフォーマンスを維持向上するためには，目標を現状又はその延長線上に設定し，製品及びサービス，

プロセス又はシステムのいつもの状態を明確にすることで，異常（いつもと違う結果）の発生をすぐに認

識できるようにするとともに，異常の原因となった製品及びサービス，プロセス又はシステムの変化を追

究し，いつもの状態に戻す処置を行ったり，現状よりも良い結果が継続できるように製品及びサービス，

プロセス又はシステムを修正する必要がある。このいつもの状態を起点としたマネジメントの方法が

SDCA サイクルである。 

a) 標準化（S） 

一定の結果が得られるようにするには，結果に影響を与える原因を一定の条件に保つことが必要に

なる。したがって，これらに関する標準（取決め）を決めて確実に守られるようにしなければならな

い。ただし，標準を決めるに先だって，目的，結果に対する要求事項，結果を生み出す製品及びサー

ビス，プロセス又はシステム，要因と結果との因果関係に関するノウハウなどを明確にしておくこと

が必要になる。必要な教育及び訓練を行う，又は標準を守れる工夫をすることも含まれる。 

b) 実施（D） 

標準どおり実施する。標準どおり実施できているかどうかを確認し，必要な場合には，教育及び訓

練並びに守れる工夫を補強する。 

c) 評価（C） 

上記のような努力をしても，決めた内容が不十分，又は決めたとおりに実施されない場合も多い。

異常の発生に素早く気付き，その原因，すなわち標準の不十分さ又は標準を守る仕組みの弱さを見付

ける。 

d) 処置（A） 

評価（C）の結果を踏まえて，標準化(S)で定めた標準の内容及びそれが確実に守られるようにする

仕組みをより良いものにする。 

4.3.4 SDCA サイクルと PDCA サイクルとの関係 

組織の活動の基本は SDCA サイクルである。日常の業務を行う中で異常を発見し，製品及びサービス，

プロセス又はシステムをいつもの状態に戻す処置を行ったり，現状よりも良い結果が継続するように製品

及びサービス，プロセス又はシステムを修正したりすることで，パフォーマンスが維持向上できる。しか

し，日常の業務を行う中で慢性的な問題が発生したり，環境の変化によって日常の業務では対処が困難な

新たな問題又は課題も生じたりする。これらについては，PDCA サイクルによる改善及び革新が求められ

る。他方，PDCA サイクルの P で標準の原形を定めた製品及びサービス，プロセス又はシステムに対して，

SDCA サイクルに沿って生産性向上などの観点からよりきめ細かなエラープルーフ化の工夫，やりやすい

方法への変更などを行ったり，日々の活動で気が付いた点を反映したりすることで，着実な維持向上が図

れる。 

PDCA サイクルによる改善及び革新並びに SDCA サイクルによる維持向上は目的に応じてバランスよく

使い分けることが重要である。維持向上だけでは顧客及び社会のニーズの変化に対応しきれないし，製品

及びサービス，プロセス又はシステムがもつ潜在能力を引き出すこともできない。このため，改善及び革

新によって要因と結果との因果関係に関する新たなノウハウを獲得することが必要である。他方，改善及

び革新だけを行っても折角達成した良いパフォーマンスを維持できない。このため，獲得したノウハウを

基に標準を定め，それに基づいて日常の業務を行い，その中で起こる異常に確実に対処することが必要で
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ある。 

SDCA サイクルによる維持向上では解決又は達成が難しい問題又は課題が PDCA サイクルによる改善及

び革新へのインプットとなり，PDCA サイクルによる改善及び革新を通して得られた要因と結果との因果

関係に関するノウハウが SDCAサイクルによる維持向上のインプットとなり適切に活用されることが重要

である（図 1 参照）。 

 
図 1－PDCA サイクルと SDCA サイクルとの関係 

 
注記 1 標準化は標準を定めて活用する活動である。ただし，SDCA サイクルにおいては，標準を定め

るという狭い意味で用いられている。 

注記 2 PDCA サイクルは，SDCA サイクルを含む概念である。ただし，ここでは，改善及び革新に取

り組むための方法という狭い意味で用いている。 

注記 3 SDCA サイクルの実行が不十分だと現実のレベルを把握できなくなる。結果として，現実と目

標とのギャップである問題及び課題が的確に認識できなくなるため，改善及び革新の実行が困

難となる場合が多い。 

5 改善の手順 

5.1 一般 

5.1.1 目的 

製品及びサービス，プロセス又はシステムを“改善する”ことによって顧客及び社会に提供する価値を

高めることができ，これによって組織の持続的発展も可能となる。したがって，その進め方は，効果的か

つ効率的であるのがよい。他方，様々な改善を横断的に見ると共通するパターンがある。そのため，この

共通のパターンをまとめた“改善の手順”を用いることによって，異なる関心，意見，知識，技能，価値

観などをもつ人が参画する中で，問題又は課題の認識及び特定から，活動計画の作成，実施，効果の確認，

標準化及び管理の定着までの一連の流れを体系的に実施することが可能である。 

5.1.2 問題及び課題 
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改善のためには，解決すべき問題又は達成すべき課題を特定する必要がある。問題は，“設定してある目

標と現実とのギャップ”であり，課題は“設定しようとする目標と現実とのギャップ”である。両者の違

いは，目標が，既に存在している製品及びサービス，プロセス又はシステムに関するものか，今は存在し

ていないが，新たに考えようとしている製品及びサービス，プロセス又はシステムに関するものかである

（図 2 参照）。問題及び課題のうち，改善において特定し，改善の対象として取り上げた問題又は課題は

“テーマ”と呼ばれる。 

  

図 2－問題及び課題 

5.1.3 4 種類の改善の手順 

どのような手順で改善を進めるのがよいのかは，取り上げた問題又は課題，すなわちテーマの性質によ

って異なる。よく用いられる 4 種類の改善の手順を図 3 に示す。また，これらの手順を使い分けるための

指針を図 4 に示す。 

従来から行ってきた業務における“今までに経験したことのない問題”又は“経験したことはあるが，

原因及び対策の見当がつかない問題”については，問題解決型を用いるのがよい。少数の問題に重点を絞

って要因の解析を徹底して行い，特定した原因に対する効果的な対策を検討することで，要因と結果との

因果関係に関する新たなノウハウの獲得を目指すのがよい。 
これに対して，従来から行ってきた業務でも，“過去に経験があり，しかも原因及び対策が見えている問

題”については，要因の解析は不要である。現状を把握した後，対策の方向性が明らかになった段階で施

策実行型を選択するのがよい。ただし，これは見方を変えると，“あらかじめ対策が打てたにもかかわらず

打っていなかった問題”に対して後追いで対策を行っているとも言える。このため，なぜ問題をあらかじ

め洗い出し，対策を打てていなかったのかを考え，未然防止型に発展させるのがよい。 

今までに経験のない業務については，過去に経験済みの問題を繰り返さない（失敗を防ぐ）ために未然

防止型を活用するのがよい。ただし，これだけでは不十分で，今までになかったような価値の創造をねら

い，業務のやり方を新たに考案したり抜本的に変えたりすることも必要になる。このような場合に役立つ

のが課題達成型である。 
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図 3－4 種類の改善の手順 

 

 

図 4－改善の手順を使い分けるための指針 

5.1.4 改善の手順の柔軟な応用 
改善の手順はいずれも，全てこの手順に従って進めなければならないというわけではない。また，改善

を成功させるための指針であって，活動を制約するものでもない。目的達成のために柔軟に応用するのが

よい。 

改善の手順に沿って活動を進める中で，問題又は課題の性質が当初考えていたものと異なることに気付

く場合も少なくない。このような場合には，問題又は課題の性質に応じて，改善の手順を切り替えるのが

よい。例えば，問題解決型で取り組む中で，既存の製品及びサービス，プロセス又はシステムでは目標の

達成が困難であり，新たな製品及びサービス，プロセス又はシステムを考案することが必要なことに気付

いた場合には，“今までに経験のない業務”について“新しい価値の創造”を目指すことになるため，課題

達成型に切り替えることになる。また，問題解決型で取り組む中で，過去に経験した問題又は課題と同じ

であることに気付いた場合には，施策実行型又は未然防止型に切り替えることになる。 

また，問題解決型で進めている途中で，別の問題の存在に気付き新たな問題解決型がスタートする場合
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もある。例えば，営業部門が売上げの向上に問題解決型で取り組む中で，要因の解析の段階で物流に原因

があることがわかり，物流の改善をテーマに取り組むことが必要になる場合がある。 

さらに，大きな問題に取り組む場合，その現状の把握を通して幾つかの問題及び課題に細分化されるこ

とも少なくない。その場合，全体として進める手順の下で細分化された問題及び課題については，それぞ

れ適切な型を選定して進めるのがよい。例えば，組織全体として新市場を開拓するという方針を出した場

合，その全体的な取組は課題達成型で進める中で，営業部門では新たな顧客の開拓に課題達成型で取り組

み，開発部門では既存製品の小改定で十分と判断し問題解決型で取り組み，購買部門としては受けた新規

購買先の開拓は確立しているプロセスの応用であると判断したために施策実行型で進めるというようにし

てもよい。 

5.2 問題解決型の手順 

5.2.1 一般 

問題解決型は，従来から行ってきた業務における“今までに経験したことのない問題”又は“経験した

ことはあるが，原因及び対策の見当がつかない問題”の解決に活用することが可能である。 

5.2.2 テーマの選定 

問題は，設定してある目標と現実とのギャップである。テーマの選定では，問題を発見し，その中から

重点指向で問題を絞り込み，改善の対象とするものを選ぶ。 

テーマを選定する上では，次の事項を考慮するのがよい。 

a) 顧客のニーズ及び期待 

顧客のニーズ及び期待を満たしているかどうかを調べ，顧客の視点から見て重要なものを取り上げ

る。顧客には後工程を含む。また，広く従業員，パートナー，社会などのニーズ及び期待について考

慮する。 

b) 経営目標，戦略及び方針 

組織の経営目標，戦略又は部門の方針に関連した問題を取り上げる。部分最適が必ずしも全体最適

となり，組織に貢献するとは限らないので，常に組織の利害を考慮する。 

c) 職場の現状 

業務を行う中で発生している問題を対象とする。日常の業務において発生した問題で，組織の主要

な目標に影響を与えるものも重要なテーマである。 

d) 重点指向の徹底 

網羅的な取組は避ける。問題解決は既存の製品及びサービス，プロセス又はシステムを変える活動

であり，その実施には多くの困難を伴うのが普通である。重点を絞り，総力を結集しないと成功は望

めない。 

e) 具体性及び明確さ 

抽象的なテーマは改善につながらない。具体的で，管理可能なものとする。 

注記 テーマの選定を支援する技法の例には，ブレーンストーミング，親和図，パレート図，マトリッ

クス図などがある。 

5.2.3 現状の把握 
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現状を客観的に把握するために，選んだ問題（テーマ）に関する具体的な事実及びデータを収集し，傾

向及びくせを把握する。また，関連する製品及びサービス，プロセス又はシステムを観察し，実態を把握

する。現状の把握は，要因に関する仮説が得られる程度まで徹底的に行うのがよい。 

現状の把握に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 問題に関する事実及びデータを，何が発生しているのか（WHAT），いつ発生したのか（WHEN），ど

こで発生したのか（WHERE），誰が関わったのか（WHO）などを考慮し，効果的かつ効率的に収集す

る。 

－ 得られた事実及びデータを各種技法（層別，グラフ，ヒストグラム，管理図など）を活用して様々な

視点から分析し，問題に関する傾向及びくせを把握する。 

－ 問題をより具体的な複数の問題にブレークダウンし，その中の優先順位の高いものに絞り込む。 

－ 現状の仕事のやり方（プロセス）を把握し，プロセスフロー図などにまとめる。現状の仕事のやり方

は，標準のやり方と必ずしも一致しているとは限らない。また，元々標準のやり方が規定されていな

い場合も多い。 

－ 現状把握の結果については，各種技法（グラフ，プロセスフロー図など）を活用して見える化し，関

係者の間で共有する。 

注記 現状の把握を支援する技法の例には，パレート図，ヒストグラム，層別，グラフ，管理図，チェ

ックシート，プロセスフロー図，プロセスマッピング，アンケート調査，工程分析，動作分析，

顧客行動分析などがある。 

5.2.4 目標の設定 

現状の把握の結果を基に，現状と目標（あるべき姿）とのギャップ，すなわち問題を確認し，問題解決

によって達成する目標を設定する。また，問題解決で取り組む範囲，前提条件などを確認し，どのような

体制及びどのくらいの期間で取り組むかを決める。 

目標の設定に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 問題解決によって達成する目標のレベルは，顧客（後工程も含む。）のニーズ及び期待，並びに経営目

標，戦略及び方針に応えることのできるレベルとする。 

－ 使用可能なコスト，時間，人的資源などの制約を特定し，これを踏まえたレベルとする。より上位の

人が関わることで，使用可能なコスト，時間，人的資源などは変わる。 

－ 組織内他部門，同業他組織又は異業種に対するベンチマーキングなどを行い，その達成には現状を上

回る取組が必要なレベルとする。 

－ 目標達成の程度を示すことのできる測定可能な定量値をもつ。定量的な目標を設定するためには，問

題を要因系又は方策系で捉えるのでなく，問題解決の結果として何をよくしたいのかを検討する。 

－ いつまでに達成するのかを明確にする。 

－ 誰が実施するのか及びどのような協力体制で行うのかを明確にするとともに，問題解決に取り組む動

機付けを行う。 

方針管理などで設定された目標では，あるべき姿と現実とのギャップが大きすぎることがある。この場

合には，次のことを検討するのがよい。 

－ 長期的な目標（例えば，3 年後の達成目標）と短期的な目標（例えば，1 年後の達成目標）とを併記す

る。 

－ 大きすぎる問題を幾つかの問題に分解し，問題ごとに目標を設定する。その上で，他の改善チーム，
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既存の組織などの理解及び協力を得ながら，同時並行で複数の問題に取り組む。 

設定した目標及びその根拠，どのような体制で取り組むかなどについては，関係者が理解できるよう，

文書などで明確にしておくのがよい。 

注記 1  目標の例として次のようなものがある。 

－A 工程の処理工数を，本年度末までに，現状から 10 ％削減する。 

－問合せ顧客の回答待ち時間を，12 月末までに，半減させる。 

－仕掛材料欠品発生率を，次期四半期は，現状 100 ppm から 50 ppm 以下にする。 

注記 2  目標の設定を支援する技法の例には，ベンチマーキングなどがある。 

注記 3  “何を”，“いつまでに”，“どうするのか”は，目標の 3 要素と呼ばれる場合もある。 

5.2.5 活動計画の作成 

目標達成までに行う大まかな作業をタイムスケジュール及び役割分担とともに定める。現状の把握，要

因の解析，対策の検討及び実施，効果の確認，標準化及び管理の定着など，問題解決を進めるための活動

計画の作成に当たっては，次の点に考慮するのがよい。 

－ 計画的に活動できるよう，誰が，いつ，何をやるかを決める。 

－ 活動を進めながら，計画と実績との差異を把握し，計画どおりに進めることが難しいと判断した場合

は，活動計画を見直す。 

注記 1 問題解決では現状の把握が重要となる。現状の把握は目標の設定の前に行うだけではなく，目

標の設定及び活動計画の作成の後に，要因の解析のためのより詳細な現状の把握を行うことが

必要になる場合が多い。 

注記 2  活動計画の作成を支援する技法の例には，ガントチャート，アローダイアグラムなどがある。 

5.2.6 要因の解析 

現状の把握で得られた情報を活用しながら，問題と製品及びサービス，プロセス又はシステムとの間の

因果関係について，仮説の設定と検証とを繰り返すことで，目標と現実とのギャップの原因を特定する。 

要因の解析は，次の手順で行う。 

a) 要因に対する仮説の設定 

仮説の設定に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 現状の把握の結果に基づいて，問題をできるだけ絞り込む。 

－ 複数の問題がある場合には，一緒にしないで分けて仮説を考える。 

－ 製品及びサービス，プロセス又はシステムを分析した結果に基づいて，系統的に要因を列挙する。 

－ 要因を列挙する際には，人，設備，材料，方法，環境などの分類，標準に基づく原因追究フローな

ど，ものごとを漏れなく洗い出す方法を活用する。 

－ 現状の把握で得られた，問題に関する傾向及びくせを説明できる要因に着目する。 

－ より多くの人の知見及び意見を結集する。 

－ 現地（現場）で，現物を見ながら，現実的に検討する。 

－ できる限り客観的に，先入観なしに行う。 

b) 仮説の検証 
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仮説の検証に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 仮説の真偽を判定するために， 仮説として設定した要因及び結果の事実及びデータを集め，要因系

の違いに応じて結果が異なるかどうかを確認する。 

－ 検証された要因と結果との関係が固有技術として納得のいくものかどうかを確認する。 

－ 検証された要因に対策を取ることで目標が達成できるかどうかを検討する。 

－ 事実及びデータで検証することが難しい場合には，固有技術に基づいて重要と思われる要因を絞り

込み，その要因に対する対策を考えて，試験的な場を設定して実施し，その効果を確認する。 

－ 仮説が検証されたならば，必要に応じて，更に“極めて重要な少数の要因を選択する”プロセスに

移り，仮説を精ち（緻）化する。 

－ 因果関係が検証されない場合は，現状の把握又は仮説の設定に戻る。 

注記 1  仮説の設定を支援する技法の例には，特性要因図，連関図，FTA（Fault Tree Analysis），MECE
（Mutually Exclusive and Collectively Exhaustive）などがある。 

注記 2 仮説の検証を支援する技法の例には，グラフ，散布図，相関分析，多変量解析，実験計画法，

検定及び推定，アンケート調査などがある。 

5.2.7 対策の検討 

クレームへの対応（顧客対応），修理，手直し，選別などのような，プロセスのアウトプットの修正だけ

に頼ると，問題を永続させることになる。要因の解析で探し出した原因を取り除く，又は原因が取り除け

ない場合は，その影響を少なくする対策を講ずることが重要である。 

対策の検討は，次の手順で行う。 

a) 対策案の列挙 

対策案の列挙に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 採用困難などの先入観をもたずに，なるべく多くの対策案を列挙する。 

－ 過去の有効な対策を整理したチェックリストなどを活用し，対策案を系統的に列挙する。 

－ 他の組織又は部門における成功例を参考にする。 

－ 原因を除く対策案だけでなく，原因の影響を少なくする対策案も考える。 

－ 原因に対する直接的な対策案だけでなく，原因を生じさせているマネジメントのやり方に対する対

策案も考える。 

b) 対策の決定 

対策の決定に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 効果，コスト，実現可能性，効果が現れるまでの時間などを確認する。 

－ 顧客，他部門などに与える影響など，対策の実施に当たってのリスクを評価し，必要に応じて対応

策を検討する。 

c) 実施計画（日程計画表）の策定 

対策の実施では，自部門だけではなく他部門との連携が必要になる場合がほとんどである。また，

対策は一つとは限らず複数あることが多いため，あらかじめ実施計画（日程計画表）を策定して関係

者で共有しておく必要がある。実施計画の策定に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 実施計画には，あらかじめ実施事項ごとの優先順位を定めておく。 

－ それぞれの対策ごとに責任者，日程，到達目標を明確にしておく。 
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－ 対策を行うメンバーでチームを編成して取り組む。 

－ 関係者全員が，今なぜこの対策を行わなければならないのかを理解し，納得しておく。 

－ 対策の実施に必要となる経営資源（予算，期間，人員，設備，道具など）を確保しておく。 

－ プロセス変更，製品及びサービスの設計変更，組織のマネジメントシステムの変更などには思わぬ

副作用の可能性があるため，リスクマネジメントを行う。 

注記 1 対策案の列挙を支援する技法の例には，系統図，親和図，TRIZ（発明的問題解決理論）などが

ある。 

注記 2  最適な対策の決定を支援する技法の例には，マトリックス図，実験計画法，品質工学（タグチ

メソッド）などがある。 

注記 3 実施計画の策定を支援する技法の例には，ガントチャート，アローダイアグラム，FMEA 

（Failure Mode and Effects Analysis），PDPC（Process Decision Program Chart）などがある。 

5.2.8 対策の実施 

実施計画に基づいて対策を実施する。対策の実施に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 定期的に対策の進捗状況を確認し，遅れがある場合はその都度関係者で挽回策を協議する。 

－ 取り巻く環境の変化などによって対策の実施が困難になる，対策を実施してもその効果が見込めなく

なるなどの事態に遭遇することがある。こうした場合についてもその都度関係者で対応を協議する。 

－ 対策の実施では，お互いの役割に基づいた部門間の調整が頻繁に必要になる。このため，部門間の壁

を作らずに，いつでもコミュニケーションの取れるオープンな状態にしておく。 

5.2.9 効果の確認 

対策を実施した後に，適切な事実及びデータを収集し，目標が達成したかどうか，実施した対策の効果

があったかどうかを確認する。効果の確認に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 目標が達成したどうかを確認するための事実及びデータは，現状の把握を行ったときと同一の基準に

よって収集する。 

－ 対策の効果だけでなく，副作用も調査する。 

－ 対策を実施した結果，設定した目標が達成できていなければ“要因の解析”のステップで収集した事

実及びデータにかたよりなどがあり，要因の解析が不十分であったか，“対策の検討”のステップで因

果関係の弱い対策案を採用したかになる。いずれも“要因の解析”に戻ることになる。また，これに

よって進捗の遅れ又はずれを生じることになる場合には，“活動計画の作成”に戻り計画の見直しも必

要になることがある。 

注記 1  効果を金額換算などの統一的な尺度に置き換えるのがよい場合もある。 

注記 2 効果の確認を支援する技法の例には，管理図，チェックシート，パレート図，ヒストグラム，

品質工学（タグチメソッド）などがある。 

5.2.10 標準化及び管理の定着 

効果を確認した後には，対策を維持し，問題の再発を防止することが重要である。標準化及び管理の定

着に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 対策の内容を，改善した製品及びサービス，プロセス又はシステムに関する標準類（仕様書，作業標

準書，QC 工程表など）に反映する。改訂した標準類は，関係者が容易に閲覧できるようにする。 

－ 対策の内容を，上位の技術標準又は管理規定に反映する。 
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－ 改訂した標準類に基づいて業務を行うために必要な教育及び訓練を行う。必要な教育及び訓練が継続

して行われるように教育及び訓練計画を改訂する。 

－ 改善した製品及びサービス，プロセス又はシステムを日常管理の対象にする。管理項目及び管理水準

を見直し，それらに基づく異常の検出及び処置を行う。 

－ 定期的に問題が再発していないかどうか，及び対策が継続的に実施されているかどうかを確認する。 

注記 標準化及び管理の定着を支援する技法の例には，作業標準書，QC 工程表（プロセス管理計画），

管理図，エラープルーフ化などがある。 

5.3 施策実行型の手順 

5.3.1 一般 

施策実行型は，従来から行ってきた業務における問題のうち，現状の把握を通して“過去に経験があり，

しかも原因及び対策が見えている問題”であることがわかった場合に用いると効率的である。 

5.3.2 テーマの選定 

何のために改善を実施するのか，及び改善しなければいけないのか，という改善の目的を明確にし，取

り組むテーマを選定する。実施すべき内容は，問題解決型と同じである（5.2.2 参照）。 

注記 1 早く改善を終わらせたいから施策実行型のテーマとするのは適切ではない。また，打つべき対

策の方向性及び具体的な対策案がわかっているから施策実行型のテーマとするのも適切では

ない。現状の把握をしっかりと実施し，その結果として“何をどうすればよいか”，すなわち“こ

こに手を打てば大丈夫”という対策の方向性が見えてきたときにスピーディに改善を実施する

のが施策実行型である。 

注記 2 テーマの選定を支援する技法の例には，ブレーンストーミング，親和図，パレート図，マトリ

ックス図などがある。 

5.3.3 現状の把握及び対策のねらい所 

現状の把握については，問題解決型と同じである（5.2.3 参照）。ただし，施策実行型の現状の把握に当

たっては，特に次の事項を考慮するのがよい。 

－ 現状の把握のできるだけ早い段階で改善対象（工程，設備，作業工数など，改善によって良くしたい

対象）を明確にしておく。 

－ 層別を活用しながら結果系及び要因系の観点で調査及び分析し，その結果を“わかったこと”として

書き出す。 

－ わかったことを基に，改善対象に関する具体的な問題及び着目すべき事実を見いだす。 

－ 日常の業務及び過去の活動によって得られている情報及び知見を活用する。 

現状の把握の中で見えてきた改善対象に関わる具体的な問題及び着目すべき事実に対して，“対策のね

らい所”を設定する。対策のねらい所を設定するに当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 現状の把握での調査及び分析によって“わかったこと”を用いて，改善対象に関わる具体的な問題及

び着目すべき事実を系統的に整理し，そこから対策のねらい所を導き出す（図 5 参照）。 

－ 対策のねらい所シートなどを用いて，現状の把握での調査及び分析によって見えてきた，改善対象に

関する具体的な問題及び着目すべき事実に対する対策のねらい所を設定する（表 1 参照）。 
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図 5－改善対象に関わる具体的な問題及び着目すべき事実，並びに対策のねらい所の例（テーマ：新製品

問合せにおける回答保留件数の削減） 

 

表 1－回答保留件数を改善対象とした場合の“対策のねらい所シート”の例 

具体的な問題及び着目すべき事実 対策のねらい所 

計画的な教育が実施されていない 教育計画の策定及び必要な

教育の実施 知識がなく対応できていない 

問合せに対する回答マニュアルが活用しにくい 回答マニュアルの強化 

 

注記 現状の把握及び対策のねらい所を支援する技法の例には，パレート図，ヒストグラム，層別，グ

ラフ，管理図，チェックシート，マトリックス図，プロセスフロー図，プロセスマッピング，ア

ンケート調査，動作分析，顧客行動分析，系統図などがある。 

5.3.4 目標の設定及び活動計画の作成 

目標の設定については，問題解決型と同じである（5.2.4 参照）。活動計画の作成についても，問題解決

型と同じである（5.2.5 参照）。 

5.3.5 対策の検討及び実施 

問題解決型においては，要因の解析で追究した原因を取り除く，又は原因が取り除けない場合は，その

影響を少なくする対策を検討するが，施策実行型においては，5.3.3 で設定した対策のねらい所に基づき，

対策案を具体的に展開し，実施する対策を決定して，対策を実施するのがよい。 

対策の検討については，問題解決型と同じである（5.2.7 参照）。対策を検討する際には，対策のねらい

所を実現させるための対策案を列挙する（図 6 参照）。 
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図 6－系統図による対策の検討の例 

対策の実施については，問題解決型と同じである（5.2.8 参照）。対策を実施したら，実施した対策ごと

に対策のねらい所に対しての有効性を確認するのがよい。 

注記 対策の検討を支援する技法の例は，問題解決型と同じである。 

5.3.6 効果の確認 

効果の確認については，問題解決型と同じである（5.2.9 参照）。施策実行型では，現状の把握をしっか

り実施した結果として見えてきた，わかったことから対策のねらい所を導き出し，対策につなげる。この

ため，実施した対策が対策のねらい所に対して有効であるにもかかわらず目標未達成である場合には，ま

だ見えていない原因が存在していると認識するのがよい。このような場合には，問題解決型で原因を追究

する必要がある。 

5.3.7 標準化及び管理の定着 

標準化及び管理の定着については，問題解決型と同じである（5.2.10 参照）。対策若しくは対策案を導く

考え方を他に水平展開できないか，又は過去に起きた問題を未然に防ぐことができないか検討するのがよ

い。原因及び対策を打つべき方向性がわかっているのに，なぜ手を打ってこなかったのかを検討し，そう

ならないように，未然防止への活動に発展させるのがよい。 

5.4 未然防止型の手順 

5.4.1 一般 

未然防止型は，業務における人のミス，設備の故障など，個々の発生率は低いものの，様々なところで

発生する可能性のある問題及びその影響を未然に防ぎたい場合に役立つ。従来から行ってきた業務又は今

までに経験のない業務において“過去に経験があり，しかも原因及び対策が見えている問題”を繰り返さ

ないために活用するのがよい。 
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5.4.2 テーマの選定 

過去に経験した問題が別のところで繰り返し発生している場合，個別の問題まで絞り込んでしまうと，

取り上げた問題を解決できてもそれがまた別のところで発生する状態に陥る。テーマの選定に当たっては，

次の事項を考慮するのがよい。 

－ 個別の問題ではなく，問題が多く潜んでいると考えられる領域（製品及びサービス，業務，設備など）

を選ぶ。 

－ 候補となる領域を一覧にした上で，量が多く，不確かさの影響が大きいものを選ぶ。 

注記 テーマの選定を支援する技法の例は，問題解決型と同じである。 

5.4.3 現状の把握及び目標の設定 

未然防止型といっても，過去に発生した問題の事例を集め，現状を把握することが重要なことに変わり

はない。現状の把握及び目標の設定に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 事例が集まったら，円グラフ，帯グラフ，パレート図などの技法を活用し，どのような内容の問題か

によって分類する。 

－ 未経験の問題か又は経験済みの問題か，経験済みの問題が多いならば，人，設備，材料，方法，環境

などのうちのどれに関する問題か，人の問題が多いならば，知識若しくはスキルの不足か，意図的な

不遵守か，又は意図しないエラーかなど段階的に分析することで，どのような種類の問題を対象にし

なければならないのかを明確にする。なお，これは，5.4.2 で示す領域の選定の前に行ってもよい。 

－ 目標は，選定した領域における，絞り込んだ種類の問題を，いつまでにどれだけ減らすかを設定する。

なお，5.4.5 で示す RPN（Risk Priority Number，危険優先指数）を用いて設定してもよい。 

注記 現状の把握及び目標の設定を支援する技法の例には，グラフ，パレート図，層別などがある。 

5.4.4 活動計画の作成 

未然防止型の各手順について，スケジュール，担当などを決める。 

注記 活動計画の作成を支援する技法の例は，問題解決型と同じである。 

5.4.5 改善機会の発見 

改善機会の発見では，まだ起こっていないが過去に経験済みの問題から見ると“起こりそうな問題で対

策が必要なもの”を積極的に探す。改善機会の発見は，次の手順で行う。 

a) 起こりそうな問題の列挙 

起こりそうな問題の列挙においては，いかに抜け落ちを少なくするかが重要となる。列挙に当たっ

ては，次の事項を考慮するのがよい。 
－ あらゆる問題を考えるのは現実的ではないので，テーマの選定で選んだ“領域”の，現状の把握で

絞り込んだ“種類”の問題に焦点を絞る。 

－ 起こりそうな問題を系統的に洗い出す。選定した領域（製品及びサービス，業務，設備など）をプ

ロセスフロー図，機能ブロック図等を用いて見える化し，細かい要素に分解する。また，絞り込ん

だ種類の過去の問題を収集し，典型的によく発生する失敗の型（失敗モード）を整理し，一覧表に

する。その上で，FMEA などを用いて，対象となる領域の要素と失敗の型との可能な組合せを全て

考える（図 7 参照）。ただし，絶対に起こらない組合せの問題は列挙する必要はない。 

b) 列挙した問題のリスクの大きさの評価及び対策が必要かどうかの判定 
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列挙した問題についてリスクの大きさを評価し，対策が必要かどうか判定する。評価及び判定に当

たっては，次の事項を考慮するのがよい。 
－ 厳密な評価を行うことは難しいので，列挙した各々の問題について，発生頻度，影響の致命度，検

出の難易度などを一定の基準に基づいて点数付けし，それらの積として求められる RPN などを使

って評価する。 

－ 複数の問題が重なった場合の影響については，FTA（Fault Tree Analysis）などを用いて評価する。 

 

図 7－改善機会の発見の例（テーマ：出庫作業における人的ミスの削減） 

注記 改善機会の発見を支援する技法の例には，FMEA（Failure Mode and Effects Analysis），FTA（Fault 
Tree Analysis），プロセスフロー図，機能ブロック図などがある。 

5.4.6 対策の共有及び水平展開 

未然防止型では，一般に，対策すべき問題が多くなる。ただし，これらの問題については別のところで

既に対策が検討され実施されている場合が多いので，過去の有効な対策を積極的に活用することで多くの

対策を短時間で考案及び決定する。対策の共有及び水平展開は，次の手順で行う。 

a) 問題に対する対策案の考案 

過去の有効な対策を活用して問題に対する対策案をなるべく多く考案する。考案に当たっては，次

の事項を考慮するのがよい。 
－ 過去の有効な対策を整理した対策発想チェックリスト，対策事例集などを活用する。対策発想チェ

ックリストは，拡大したらどうか，縮小したらどうか，逆にしたらどうか，組み合わせたらどうか

など，対策案を思いつくためのヒントになるキーワード又は質問をまとめたものである。チェック

リストの一項目ずつについて具体的な案を考えることで，視野が広がり，より多くの案を思いつく

ことが可能となる（図 8 参照）。 

－ 関係者によるブレーンストーミングを活用する。 

b) 対策案の評価及び実施する対策の決定 
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考案した対策案を評価し，どの対策案を実施するか決める。評価及び決定に当たっては，次の事項

を考慮するのがよい。 
－ 考案した各々の対策案を，有効性，コスト，継続の容易さなどの項目を一定の基準に基づいて点数

付けし，それらの積などを使って有効そうなものとそうでないものとに振り分ける。 

－ 有効そうなものをうまく組み合わせて最終的な対策にまとめる。 

－ リスクの大きさに応じて，発生防止対策，波及防止対策などを適切に活用する。 
 

 

図 8－問題に対する対策の考案の例 

注記 対策の共有及び水平展開を支援する技法の例には，対策発想チェックリスト，対策事例集，ブレ

ーンストーミング，マトリックス図などがある。 

5.4.7 効果の確認 

未然防止型では，問題の発生率が低いためにデータを蓄積し効果を確認できるようになるまでに時間が

かかる場合が少なくない。また，新たな製品及びサービス，業務，設備などについて検討を行っている場

合には，比較の対象となるものがない。効果の確認に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ RPN などがどの程度低減できたかで対策の効果を予想する。 

－ 最終的な効果の把握は問題の発生状況によって評価する。効果の把握に時間を要すると考えられる場

合には，いつ，どのような形で評価を行うかを決めておく。 

5.4.3 で定めた目標を達成できなかった場合には，起こっている問題の内容を“なぜ未然に防止できなか

ったのか”という点から分析し，次のいずれに該当するのかを明らかにし，その結果に基づいて 5.4.2～5.4.6
の活動を見直すのがよい。 

－ 対象にした領域又は種類以外の問題が多く起きてしまった。 

－ 改善機会の発見で対策が必要と判定し損なっていた。 

－ 対策の共有及び水平展開で実施した対策の効果が十分でなかった。 

注記 効果の確認を支援する技法の例には，グラフ，パレート図，管理図などがある。 

5.4.8 標準化及び管理の定着 

未然防止型では対策が多岐にわたるため，時間の経過及び人の入れ替わりとともに意識が薄れ，実施が

徹底されなくなる場合が少なくない。また，業務が改訂されたり，新たな業務が導入されたりするのに伴

って，対策の見直しが必要となる。標準化及び管理の定着に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 
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－ 各々の対策がなぜ必要なのかが，標準書，教育などによって確実に継承されるようにする。 

－ 個々の対策を継続的に実施するための取組に加えて，実施できているかどうかを定期的に確認するた

めの計画を定めておく。 

－ 活動を通して作成したプロセスフロー図及び機能ブロック図，失敗モード一覧表，FMEA 表，対策発

想チェックリスト，対策事例集などについては，登録及び閲覧できる仕組みを設け，将来の活動の際

に活用することが可能なようにしておく。 

5.5 課題達成型の手順 

5.5.1 一般 

課題達成型は，新たな価値の創造をねらい，業務のやり方を新たに考案したり，抜本的に変えたりする

ような場合に役立つ。 

5.5.2 テーマの選定 

課題とは，設定しようとする目標と現実との，対処を必要とするギャップである。社会が成熟するに伴

って，製品及びサービスが市場にあふれている中，既存の製品及びサービス，プロセス又はシステムの改

善を行っているだけでは十分ではなく，新たな製品及びサービス，プロセス又はシステムを創り出してい

くことが求められる。新規分野の開拓，既存分野の現状打破，魅力的品質の創造など，既存の製品及びサ

ービス，プロセス又はシステムの改善では達成できないような目標と現実とのギャップが，課題達成型の

テーマの候補となる。 

課題達成型のテーマの例としては，次のようなものが考えられる。 

－ 新たな価値を創造するための製品及びサービス，プロセス又はシステムの創出 

－ 経営環境の変化によって求められる，生産性，品質などのパフォーマンスの数段階のレベルアップ 

－ 慢性問題の解決など，今まで当たり前としていた業務のやり方の，新たな発想による大幅な改善 

－ IT など，新たな技術を活用した製品及びサービス，プロセス又はシステムの革新 

－ 社会的な要請（SDGs，多様性など）に対応するための新たな取組，仕組み，業務のやり方の創出 

テーマの選定に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

a) 顧客及び社会のニーズの先取り 

まだ存在しない価値を創造していかなければ，もはや競争優位にはなれない。新たな価値の創造の

ためには，顧客及び社会のニーズ，及びそれらを満たすための新たな技術，リソースなどについて常

に考えるのがよい。その際に，異業種の取組を参考にすることで差別化のヒントが得られる。 

b) トップマネジメントの関与及びコミットメント 

事業戦略（新たなビジネスモデルの創出，既存事業の拡大，縮小及び撤退など）に直結したテーマ

を取り上げる場合などには，トップマネジメントが関与し，コミットメントすることが重要となる。 

c) 重点指向の徹底 

ブレークスルーは，網羅的な取組では成功しない。課題達成型の改善は，従来の延長上にはない活

動であり，その実施には多くの困難を伴うことが予想される。重点を絞り，必要な経営資源を集中し

て投入しなければ成功は望めない。 

d) 常識にとらわれない発想 

顧客及び社会の潜在ニーズを先取りするためには，常識にとらわれない鋭くとがった感性，考え方，
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知識，技能などをもつ人材及びその活用（採用及び育成）が重要となる。常識にとらわれない時代を

先取りするユニークなテーマの提案を大切にするのがよい。 

注記 課題達成型のテーマの選定を支援する技法の例には，SWOT 分析，ベンチマーキング，アンケー

ト調査，アイデア発想法などがある。 

5.5.3 攻め所及び目標の設定 

攻め所及び目標の設定では，テーマの選定で選んだ課題を達成する上で着眼点となる重要な攻め所が何

かを明確にし，それを踏まえた目標を設定する。 

攻め所及び目標の設定に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

a) ありたい姿の明確化 

取り組むテーマ全体の目的及びねらいを表す特性を明確にした上で，その特性を実現するための製

品及びサービス，プロセス又はシステムのありたい姿を明確にする。この場合，主要な構成要素（人，

設備，材料，方法，環境など）に分けたり，幾つかのステップに分けたりすることで，新しい製品及

びサービス，プロセス又はシステムを具体的に考える。 

b) 現在の姿の把握 

明確にしたありたい姿に対応づけて，現在の製品及びサービス，プロセス又はシステムの実態につ

いて現地（現場）で，現物を見ながら，現実的に調査する。数値データ及び言語データによって情報

を収集し，保有する固有技術及び管理技術の充足度などの考察を行い，現在の姿を把握する。 

c) 前提条件の把握 

ありたい姿を実現するときに前提となり得る遵守すべき条件，変更が難しい条件などを列挙して確

認し，方策の立案又は成功シナリオの追究で対処することを明確にしておく。前提条件を把握するに

当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 製品及びサービス，プロセス又はシステムの安全性，社会的責任の棄損，経営目標及び戦略上必ず

守りたい事項など，遵守すべき，かつ，変更できない絶対的な条件 

－ 予算，期間，人員，設備，技術，情報などの経営資源に代表される，ありたい姿を実現するときに

所与となる条件であり，より高次の意思決定によって変更可能な条件 

－ 課題達成に取り組むメンバー，進め方など，ありたい姿を実現するために暫定的に決めた条件 

d) ギャップの明確化及び攻め所の設定 

ありたい姿と現在の姿とを対比することでギャップを明確にする。ありたい姿と現在の姿とのギャ

ップはできる限り定量的に把握する。その上で，どこを重点にして方策を検討していくかの着眼点と

なる攻め所を決める。攻め所の設定に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ テーマ全体を表す特性を実現するための製品及びサービス，プロセス又はシステムのありたい姿と，

現在の製品及びサービス，プロセス又はシステムとのギャップの大きなところに着目する。 

－ 関係者に幅広く意見を聞き，特性のありたい姿を実現できそうな攻め所の候補を複数選出し，期待

効果，ボトルネックなどを評価する。この際，期待効果を大きくするために，攻め所の複数の候補

を組み合わせることも検討する。 

－ 設定した攻め所に取り組むことで，テーマの目的及びねらいが達成できるかどうかを評価する。 

－ 攻め所選定シートなどを適切に活用する（表 2 参照）。 

表 2－攻め所選定シートの例（テーマ：2050 年のカーボンニュートラルの実現） 
 ありたい姿 現在の姿 ギャップ 着眼点となる攻め所の候補 期待効果 採否 
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テーマ全体の目的

及びねらいに関わ

る特性 

顧客及び社会の期待を

先取りした複写の製品

及びサービス提供（売

上高 S1 円，顧客満足度

CS1 %，CO2排出 CN1 %） 

売上高 S2円，

顧 客 満 足 度

CS2 %，CO2排

出 CN2 % 

S1/S2 ＝

1.5(150 %)，CS1－

CS2＝8 ポイント，

CN1－CN2＝15 ポ

イント 

－ － － 

特性を実

現するた

めの製品

及びサー

ビス，プ

ロセス又

はシステ

ムの要素 

人的資源 製品及びサービス開発

の能力保有者 M1人 
M2人 M1－M2＝Δ1 人不

足 
研究機関派遣，産学共同研究 長期的育成➡

大 
採用 

顧客支援 適時適切な顧客サポー

ト情報の提供による，

顧客の感動及び継続使

用を促す複写の製品及

びサービス 

顧客サポート

担当者による

個別対応で情

報提供にばら

つきが発生 

顧客への助言が

不足し，複写機の

故障後の対応（複

写機能不全 H1 時

間／年） 

人工知能による保守，不具合

など予測機能を搭載した製

品及びサービス提供（顧客に

感動を与え，利用し始めたら

手放せない製品及びサービ

ス） 

顧客満足度

Δ2ポイント

向上，売上増

予測 Δ3円➡

大 

採用 

設計開発 カーボンニュートラル

に対応した CO2 排出を

最小レベルとする複写

の製品及びサービス 

製品の製造段

階での CO2排

出を評価し対

応 

製品及びサービ

スのライフサイ

クルでの CO2 排

出低減は未実施 

人工知能による複写機の効

率的使用，環境影響の予測機

能を備えた製品（CO2排出最

小の世界初 OA 製品） 

CO2排出 Δ4

ポイント削

減，売上増予

測 Δ5円➡大 

採用 

使用環境 機密情報複写の情報セ

キュリティの確保 
情報安全対策

は外部組織に

業務委託 

不正接続又は漏

えいの処置時間

（H2時間／年） 

機密文書に対する外部から

の異常接続パターンを自動

識別し事前対応 

顧客満足度

Δ6ポイント

向上➡中 

採用 

ユーザーの使用パター

ンに応じた複写機の操

作性の利便化 

表示の見やす

さ及び音声ガ

イド 

使用頻度による

優先機能表示は

試作段階 

顧客の使用状況を学習する

自動印刷設定など操作性向

上のカスタマイズ 

現行機能を拡

充➡小 
不採用 

製品及び

サービス

企画 

複写情報の自動的な文

書整理，多言語への即

時翻訳 

ユーザーニー

ズは現在なし 
機能なし （有望な潜在ニーズとして

技術マップの保有すべき技

術に登録） 

－ － 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

e) 目標の設定 

目標は，攻め所として設定したギャップが解消できた場合の効果，テーマ全体を表す特性に関して

期待されているレベルなどを考慮して設定する。目標の設定に当たっては，次の事項を考慮するのが

よい。 

－ 特定の部門を優先する部分最適ではなく，組織全体の最適化を重視し，組織の目的及び目標と整合

させる。 

－ 顧客及び社会のニーズ，トップマネジメントの意向，競合他組織との差別化など，どこに焦点を合

わせて目標を設定するかを確定する。 

－ テーマ全体を表す特性の目標と，その特性を実現するための製品及びサービス，プロセス又はシス

テムのありたい姿の目標との一貫性，有効性などの関係を明らかにする。 

－ 目標を設定した根拠及びプロセスを明確にし，目標の妥当性を確認する。 

－ 対象となる製品及びサービス，プロセス又はシステム，並びに達成水準及び活動の時期及び期間を

明確にする。 

注記 1 取り組むテーマ全体の目的及びねらいを表す特性には，経営目標及び戦略と密接に関わる品質

目標，顧客満足度，売上・利益・生産性などの業績指標，従業員満足度，持続可能な開発目標

などがある。 

注記 2 ありたい姿の達成に長期間を要する場合，テーマ全体を表す特性に関する最終的に達成したい

水準を 20XX 年の目標として設定した上で，20YY 年，20ZZ 年などの中間目標に展開し，具体

化していくことで，ありたい姿と現在の製品及びサービス，プロセス又はシステムとのギャッ

プの明確化及び攻め所の設定をより精緻化することが可能である。 

注記 3 攻め所の明確化を支援する技法の例には，パレート図，ヒストグラム，層別，グラフ，管理図，

チェックシート，マトリックス図，プロセスフロー図，プロセスマッピング，アンケート調査，

動作分析，顧客行動分析などがあり，目標の設定を支援する技法の例には，ベンチマーキング

などがある。 
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5.5.4 方策の立案 

方策は，目標を達成するために選ばれる手段であり，目標達成の手段をどう選ぶかによって成功確率が

変わってくる。設定した攻め所ごとに，幅広く多くの方策の案を考え，その中から成功確率の高い手段を

選ぶことが重要となる。 
方策の案を列挙するに当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

a) 機能展開によるアイデアの列挙 

目的及び目標を達成するための手段を機能のつながりに着目して展開し，細分化する。これは，実

施すべき方策を目的及び目標と手段との関係性を維持しながらより多様な案を列挙する上で役立つ

（図 9 参照）。 

b) 多くの関係者を巻き込んだ意見及びアイデアの収集 

組織全体に関わるテーマの場合などでは，他部門，仕入先，パートナー，顧客など，利害関係者と

の連携が欠かせない。方策案を考えるに当たっては，これらの人を巻き込んで方策に関する意見及び

アイデアを集める。また，関係する技術，ノウハウなどをもった人を集めたり，有識者の意見を聞い

たりすることも重要である。 

c) ベンチマーキングの活用 

目的及び目標の達成に関係ありそうな組織内他部門，同業他組織，異業種などの製品及びサービス，

プロセス又はシステムをベンチマーキングし，活用できそうな方策に関するヒントを集める。 

多様な視点で方策を考えると多くの案が出てくる。その中から，目的及び目標を考慮して期待効果

の高いものを絞り込むのがよい。方策の絞り込みに当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 期待効果の大きさだけについて評価し，実現性については評価しない。 

－ テーマの特性の尺度で評価し，方策案ごとに期待効果を出す。 

－ 複数の方策案の組合せで目的及び目標が達成される場合は，それらを組み合わせて評価する。 

－ 期待効果はできるだけ数値で表すことが望ましい。段階尺度を用いた評価による場合もある。 

－ 期待効果の高い順に，順位を決める。 

注記 方策の立案を支援する技法の例には，機能展開，アイデア発想法，ベンチマーキング，系統図，

マトリックス図などがある。 
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注記 1 2050 年のカーボンニュートラルに対して製品及びサービスのありたい姿としては，CO2 排出削減が

必要となる。また，魅力的な品質要素の加味も必要になる。そうすると，仕入先における材料及び部

品の製造から顧客の使用段階，並びに回収，再利用及びリサイクルに至るまでの全ての段階で原材料，

使用電力，燃料などの最小化が求められることになる。 
注記 2 表 2 の“設計開発”（カーボンニュートラルに対応した CO2 排出を最小レベルとする複写の製品及び

サービス）の部分を展開したものである。 

図 9－機能展開の例 

5.5.5 成功シナリオの追究 

成功シナリオの追究では，絞り込んだ方策を実現して課題達成するシナリオ（一つ又は一連の方策の具

体的な実行策）を追究する。成功シナリオの追究に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

a) シナリオの検討 

絞り込んだ方策を実現するためのシナリオを検討する。ボトルネック，経営資源の制約などがある

場合には，幅広く解決のためのシナリオを検討する。 

課題達成のテーマの場合は，ボトルネックに遭遇することがある。このような場合には，組織の内

使用者及び利用者に
感動を与え，利用し
始 め た ら 手 放 せ ず
に，かつ，CO2 排出
最小化の世界初のＯ
Ａ製品を創り出す 

新発想の全機能を備
えた複合機を創造する 
  

既存にはなく，想像を
超えた魅力的品質要
素（未知価値）を備え
ている 

機器のリハービッシュ
からユニット，モジュー
ル，部品及び材料に分
解する中で可能な限り
上位優先ですべて再
利用する 

地球から借りた資源
は 地 球 に 返 す理 念
で，再使用及び再活
用し，使用資源最小
化のモデル（従来比
1/〇）を実現する 

使用開始後に煩わし
いく感じることがない 

機器のトータルコスト
が安い 

機器の省資源及び省
エネルギーが・・・ 

事務作業に加えて，入出管
理，入出金管理などの機能を
自在にオプション追加できる 

分解及び再利用しやすいユニ
ット，モジュール，部品形状な
どの設計及び加工基準を設
定してそれに準じ，新製品に
も再利用品を活用する（再利
用率〇％以上） 

単機能機を排して，1 台で事
務作業に必要な全機能（加工
する，送受信する，蓄える）を
備えている機器を創る 
  

インク，トナー，用紙などの残
量検知と自動供給機能とがつ
ながっていて自動供給される 

品質特性がモニタリングされて
いて管理値によって故障の前
に予防保全される 

目的・目標         一次手段           二次手段          三次手段（方策） 



27 
Q 9024：0000  

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

外情報を調査し，関連会社又はパートナーに解決策がある場合，競合他組織又は他分野に解決策が存

在する場合，世の中に解決策がない場合などを考えた上で，ブレークスルーのための多様なシナリオ

を探る。 

方策を実施する上で，経営資源が最初から潤沢に準備されることは少なく，限られた経営資源で新

たな課題に挑戦しなければならない場合が少なくない。各々のシナリオについて，人員，設備，経費，

技術，情報などの必要な経営資源が確保できるのか確認しておく。 

b) 期待効果の予測 

各々のシナリオについて期待効果を予測する。予測値と目標値とを対比し，目標値を達成できる可

能性を評価する。期待効果はなるべく数値的に評価する。 

c) 障害の予測及び事前防止策の検討 

シナリオを実現していく際の実施上の障害及び悪影響を予測し，障害及び悪影響が予測された場合

には，その回避策及び事前防止策を検討する。方策の実施に当たっては，経験のない未知な領域なの

で絞り込まれた方策を実施すれば所期の目的及び目標を達成することができるというわけではなく，

不確実性が多く内在している。そのため，どのようなリスクが内在しているのかをあらかじめ洗い出

して，事前にリスク回避などを十分に検討することが，成功確率を高めることにつながる。 

d) 成功シナリオの選定 

各方策の具体的なシナリオについて，利害，得失などを総合的に評価し，実施する具体的な実行策

を成功シナリオとして選定する。 

注記 成功シナリオの追究を支援する技法の例には，ベンチマーキング，アイデア発想法，FMEA，PDPC，
フローチャートなどがある。 

5.5.6 成功シナリオの実施 

成功シナリオの実施は，具体的な実施計画書を作成し，実施事項（項目），目標，担当者，活動時期及び

期間，管理項目などを細かく記述して実施する。 

成功シナリオの実施に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

a) 実施内容の理解及び納得 

実施事項を割り当てる場合には，なぜこの実施事項を行う必要性があるのか，分担内容は何か，こ

れを担当することによって部門及び組織にどのような成果をもたらすのか，割り当てられた担当者の

何の能力がどこまで向上するかなどを，納得してもらうまで説明する。 

b) 相互に信頼できる緊密なコミュニケーション 

課題達成のテーマは，未知のプロセス又はシステムを作るなど，実施内容の性質上，幾ら周到な準

備をしても想定外の事態に遭遇することが起こり得る。このため，日頃から些細なことも報告，連絡

及び相談ができる密接な関係性をメンバー間及び上位の管理者との間で構築しておく。 

c) 定期的な進捗確認及び迅速な対応 

実施段階では定期的に進捗を確認する。管理項目の職位による展開及び集約の方法を具体化してお

き，必要な場合にはトップマネジメントを含め，迅速に対処できるようにしておく。プロジェクトで

行う場合など，多人数で活動する場合，特に，定期的な進捗確認及び発生した問題への処置の方法，

新たに発生する課題の対応方法，並びに当該メンバーで対応困難な場合の上位の管理者への報告及び

相談の方法をあらかじめ決めておく。 

注記 成功シナリオの実施を支援する技法の例には，ガントチャート，アローダイアグラム，管理グラ

フなどがある。 
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5.5.7 効果の確認 

効果の確認については，問題解決型と同じである（5.2.9 参照）。 

5.5.8 標準化及び管理の定着 

効果を確認した後には，達成した目標レベルを維持できるようにすることが重要である。標準化及び管

理の定着に当たっては，次の事項を考慮するのがよい。 

－ 成功シナリオの内容を，新たに考えた製品及びサービス，プロセス又はシステムに関する標準類（仕

様書，作業標準書，QC 工程表など）として制定するか，又は成功シナリオの内容を含むよう既存の

標準類を改訂する。制定又は改訂した標準類は，関係者が容易に閲覧できるようにする。 

－ 成功シナリオの内容を，上位の技術標準又は管理規定に反映する。 

－ 制定又は改訂した標準類に基づいて業務を行うために必要な教育及び訓練を行う。必要な教育及び訓

練が継続して行われるように教育及び訓練計画を改訂する。 

－ 新たに考えた製品及びサービス，プロセス又はシステムを日常管理の対象にする。管理項目及び管理

水準を設定し，それらに基づく異常の検出及び処置を行う。 

－ 達成した目標レベルを維持できているかどうか，及び成功シナリオが継続的に実施されているかどう

かを確認する。 

注記 標準化及び管理の定着を支援する技法の例は，問題解決型と同じである。 

6 改善のための技法 

6.1 一般 

改善の実施においては，正確な状態を把握して認識を統一するためにデータを収集し，これらのデータ

の分析を行い，最適な解決策を見いだすことが必要となる。この際，効果的かつ効率的な技法を選定して

活用するのがよい。 

この箇条では，改善に活用される主な技法を取り上げる（表 3 参照）。なお，この箇条で取り上げている

もの以外にも多くの技法がある（附属書 B 参照）。また，新たな技法も生み出されている。このため，必要

に応じて学習し積極的に活用することによって，改善の有効性及び効率を高めるのがよい。 
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表 3－箇条 6 で取り上げている技法 

区分 6.2 数値データに対

する技法 

6.3 言語データに対す

る技法 
6.4 デ ー タ を 比 較

するための技法 
6.5 デ ー タを

収集するため

の技法 

6.6 プロセスを見え

る化するための技

法 
技法名 ・グラフ 

・パレート図 
・ヒストグラム 
・管理図 
・散布図 
 

・特性要因図 
・連関図 
・系統図 
・親和図 
・マトリックス図 
・アローダイアグラム 
・SWOT 分析 

・層別 
・MECE 
・ベンチマーキン

グ 

・チェックシ

ート 
・プロセスマッピ

ング 

 

6.2 数値データに対する技法 

6.2.1 一般 

この細分箇条では，改善の実施に当たって，数値データに基づき，差異，傾向及び変化に対する適切な

統計的解釈を行う技法を示す。 

6.2.2 グラフ 

グラフは，データの大きさ又は変化，二つ以上のデータの相対的関係などを表した図であり，誰が見て

も直感的にデータを理解しやすくすることを目的とする。 

グラフは，数多くの種類がある。活用目的別の代表的なグラフには，次の例がある。 

－ 内訳を表す    円グラフ，帯グラフ 

－ 大小比較を表す  棒グラフ 

－ 推移を表す    折れ線グラフ，Z グラフ 

－ 項目間のバランスを表す レーダーチャート 

グラフの例を図 10 に示す。 
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a) “お客様要望事項”の円グラフの例 b) “マネジメント研修会アンケート結果”の帯グラフの例 
 

 

 

c) “アンケート回答企業業種別内訳”の棒グラフの例 d) “プロセス改善実施状況”の折れ線グラフの例 

図 10－様々なグラフの例 

6.2.3 パレート図 

パレート図は，データを項目別に層別（6.4.2 参照）して，出現頻度の大きさの順に棒グラフで並べると

ともに，累積和を示した図であり，改善すべき項目（問題）の全体に及ぼす影響の確認を主たる目的とす

る。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 改善で取り組むべき項目を重点指向で絞り込む。 

－ 改善前後で効果の確認をする。 

パレート図の例を図 11 に示す。 
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図 11－“内部監査の指摘事項”のパレート図の例 

6.2.4 ヒストグラム 

ヒストグラムは，計測値の存在する範囲を幾つかの区間に分け，各区間に属するデータの度数を棒グラ

フで表した図であり，データの分布状況を視覚的に把握することを目的とする。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 分布の形によって，異質なデータが混じっていることを認知する。 

－ データの中心位置，ばらつき，かたより状態などを確認する。 

－ 規格，許容値，標準値などへの適合状況を把握する。 

ヒストグラムの例を図 12 に示す。 

 

図 12－“回転軸径”のヒストグラムの例 

図2 “内部監査の指摘事項”のパレート図の例
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6.2.5 管理図 

管理図は，品質又は仕事の結果の変化を時系列で表した，管理限界線をもつ図である。管理限界線との

対比などから，異常を検知したり，データの時間的な変化を把握したりすることを目的とする。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 工程又はプロセスの異常を発見し，安定状態を維持する。 

－ 層別（6.4.2 参照）によって改善点を明確にする。 

－ 改善効果を把握する。 

管理図には次の種類がある。 

－ 計量値データの管理図  X－R管理図，X管理図 

－ 計数値データの管理図  p 管理図，np 管理図，c 管理図，u 管理図 

管理図の例を図 13 に示す。 
 

  

図 13－“ねじ長さ”の𝐗－𝐑管理図の例 

6.2.6 散布図 

散布図は，対となる二つの特性，又は要因と特性とを，横軸及び縦軸とし，計測値を打点して作る図で

あり，両者間の相関関係を見ること，又は因果関係を推測することを目的とする。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 二つの変数間に相関関係があるかどうか確認する。 

－ 因果関係を見いだして，特性を要因系の変数で制御する。 

散布図の例を図 14 に示す。 
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a)“小売店の 1 日当たりの来客数及び売上高”の例 b)“製品の熟成温度及び製品水分量”の例 

図 14－散布図の例 

6.3 言語データに対する技法 

6.3.1 一般 

この細目箇条では，改善に当たって，言語データに基づき，問題の形成，要因の洗い出し及び原因の探

索，対策立案，最適策の追究などを適切に解析する技法を示す。 

6.3.2 特性要因図 

特性要因図は，結果の特性とそれに影響を与えていると考えられる要因との因果関係を系統的に魚の骨

のように表した図であり，特性に影響を及ぼす原因を検討することを目的とする。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 問題を引き起こしそうな要因を事前に整理し，管理する。 

－ 問題を引き起こした要因を漏れなく洗い出し，原因の候補を絞り込む。 

特性要因図の例を図 15 に示す。 

 

ア
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き
い
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熟練者が少ない

指導員不足

成分にばらつきがある

成分調整が不十分

インゴットとリ
ターン材の配合
基準があいまい

給湯速度が不安定

設備が老朽化

リークテストが不完全

目視に頼っている

照明が暗い

熱処理温度に
ばらつきがある

設備保全が不十分

保全基準が守ら
れていない

記録が不完全

硬度管理が不十分

作業者によって処置
限界の対応が違う

処置限界の対応基準
が明確になっていない
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図 15－“アルミ製品の品質のばらつきが大きい”の特性要因図の例 

6.3.3 連関図 

連関図は，結果と要因，結果と結果，要因と要因などの関係が複雑で，かつ，絡み合っている場合に，

それらの関係を因果関係を考えて矢印でつないだ図であり，問題の構造を検討することを目的とする。 

連関図は，特性要因図（6.3.2 参照）と同じような場面で活用されるが，結果間及び要因間の関係を比較

的に自由に表現できるので，特性要因図よりも複雑な関係又は雑然とした状況を表現及び整理しやすいと

いう特長がある。 

連関図の例を図 16 に示す。 

 

図 16－“離職者が増えている”の連関図の例 

6.3.4 系統図 

系統図は，目的と手段，項目とその構成要素，結果と要因などの関係を系統的に展開した図であり，相

互の関係を明らかにすることを目的とする。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 目的を達成させる手段を洗い出し，実行手段を追究する。 

－ ある項目又は事象をより詳細な要素に MECE（6.4.3 参照）などを用いて分解する。 

－ 顧客のニーズをより詳細な要求品質に展開する。 

－ 機能をより詳細な機能に展開する。 

－ 問題を引き起こした要因を漏れなく洗い出し，原因の候補を絞り込む。 

系統図の例を図 17 に示す。 

 

結論：
①採用前に何の仕事か教えない
②職場の環境が悪い
③昇進ポストがない
④給料が少ない

作 成 日：6月1日
作成場所：研修室
参 加 者：梶原，三谷，桜井

なぜ離職者
が増えてい
るか

景気が
悪い

会社経営
が苦しい

給料が
少ない

昇進ポス
トがない

再就職のイ
メージが悪く
ない

中途採用
が増えた

再就職の宣
伝が増えた

将来性を
感じない

仕事が面
白くない

仕事の価値観が
合わない

イメージし
ていた仕事
と違う

長時間
勤務

採用前に何
の仕事か教
えない

人間関係の
トラブル

職場の環
境が悪い

休暇が
とれない

派遣社員
が増えた

終身雇用が
崩れてきた

独身者が
増えた

リストラ
が増えた

価値観が変
化してきた

図10 “離職者が増えている”の連関図の例
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図 17－“購買製品の品質を向上するには”の系統図の例 

6.3.5 親和図 

親和図は，様々な意見，発想などの言語データを，それらの相互の親和性によって統合して表した図で

あり，混沌とした事柄の形態を浮き彫りにしていくことを目的とする。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 混沌としていて明確でない問題の所在を明らかにする。 

－ ある事柄に対し，人によってもっている情報，意見，アイデアなどに差があるとき，それらを整理す

る。 

親和図の例を図 18 に示す。 

 図13 “これからの社員教育はどう進めるべきか”の親和図の例
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者を決める
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ける教育を行う

英語は必要
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服装
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必要な社員像を
人事に伝える

職務階層別の教育
プログラムを整備する
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る
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は

供給者の品質
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不適合品は受
け取らない
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選定・評価員の技
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受入れ検査を実
施する

供給者の品質確認
状況を確認する

第二者監査を実施する

選定・評価員の内部研修を行う

OJTで育成する

ベンチマーキングによって相場を把握する

作 成 日：7月1日
作成場所：品質保証部会議室
作 成 者：佐藤，高橋，小林

品質確認項目を規定する

各プロセスごとに役割を遂行する

供給者と共同で課題をフォローする

結果系・要因系ごとに選定基準を規定する

供給者の品質システ
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検査結果をフィードバックする

合理的な検査方法を規定する

納入前に品質確認状況を確認する

図11 “購買製品の品質を向上するには”の系統図の例
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図 18－“これからの社員教育はどう進めるべきか”の親和図の例 

6.3.6 マトリックス図 

マトリックス図は，複数の要素の関連性を表した図であり，要素間の関係の有無又は関係度合いを整理

することを目的とする。要素の数によって，Ｌ型マトリックス図，Ｔ型マトリックス図，Ｘ型マトリック

ス図などがある。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 現象と原因，原因と対策など，複数の要素間の関係を整理する。 

－ 多元的思考によって着目する点を明確にする。 

マトリックス図の例を図 19 に示す。 
 

 

図 19－“油漏れ対策”の T 型マトリックスの例 

6.3.7 アローダイアグラム 

アローダイアグラムは，作業の流れを矢線と結合点とで結んで表した図であり，日程管理又は日程短縮

を検討することを目的とする。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 開発，工事，イベントの準備などを，遅滞なく効率よく進捗するために最適な日程計画を作る。 

－ 日程的に余裕のない作業を明らかにし，確実な日程管理を行う。 

－ 全体日程の短縮を検討する。 

アローダイアグラムの例を図 20 に示す。 

作 成 日：7月1日
作成場所：検査室
作 成 者：小野
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ガスケットの仕様変更

締結部品の剛性向上（平面度向上）

◎

ガ
ス
ケ
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ト
の
性
能
低
下

○

◎

◎

◎ ◎

◎

◎

○

○

締結面の加工方法変更（平面度向上） ◎

締結部品の搬送荷姿の見直し ○

○

○○

図12 “油漏れ対策”のマトリックス図の例
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図 20－“シンポジウム開催”のアローダイアグラムの例 

6.3.8 SWOT 分析 

SWOT 分析は，組織の内的要因である強み（Strengths）及び弱み（Weaknesses），並びに外的要因である

機会（Opportunities）及び脅威（Threats）を分析し，目標達成に向けた最適な手段又は戦略を見いだすこと

を目的とする。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 総合的に見た自組織の位置付けを明らかにする。 

－ 強み，弱み，機会，及び脅威の組合せで検討することによって，新たな視点を見いだし，自組織に有

利な手段又は戦略を立案する。 

SWOT 分析の例を図 21 に示す。 
 

強み（Strengths） 弱み（Weaknesses） 
・充実の下部組織 
・ホームタウンのブランド 
・名門クラブ 
・質の高いサポーターの基盤 
・協力的な地域スポンサー 
 

・チーム方針の不明確性 
・一貫性のないチームスタイル 
・強化策に対するサポーターの不満 
・ファンサービス精神の欠如 
・サポーターとの結びつきの弱さ 
・顧客とのコミュニケーション不足 

機会（Opportunities） 脅威（Threats） 
・スタジアム周辺の都市整備 
・公的機関との協力体制強化 
・各種イベント開催の増加 
・周辺地域の人口増 

・プロ野球チームの急速な改革 
・サッカー人気の低迷 
・競合チームの著しい台頭 
・試合放映数の減少 

図 21－“サッカークラブチーム経営計画策定”の SWOT 分析の例 

6.4 データを比較するための技法 

6.4.1 一般 
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この細目箇条では，改善に当たって，データを比較するための有効な技法を示す。データを属性などで

分類し比較することによって差異を発見することは，改善において効果的である。 

6.4.2 層別 

層別は，収集したデータを，人別，設備別，場所別，店別，曜日別，時間帯別など，同じ特徴又は共通

点をもつ幾つかのグループに分類する技法であり，グループ間のデータの違いを見付けだすことを目的と

する。 

この技法は，パレート図（6.2.3 参照），ヒストグラム（6.2.4 参照）などの数値データの技法，系統図（6.3.4
参照），親和図（6.3.5 参照）などの言語データの技法と合わせて活用すると効果的である。また，グルー

プ分けを考える場合には，グループ間のデータの違いができるだけ明確になるように層別を考えるのがよ

い。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ グループ間の違いを基に，原因の所在がどこにあるかを推察する。 

－ グループ間の違いを基に，原因の候補を絞り込む。 

－ 複数の関係が混在している場合に，隠れている関係を浮かび上がらせる。 

層別の例を図 22 に示す。 
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a) 全体の塗膜厚さ 

 

b) A ラインの塗膜厚さ 

 

c) B ラインの塗膜厚さ 

図 22－塗膜厚さについてライン別にヒストグラムで層別した例 

6.4.3  MECE 

MECE（ミーシー：Mutually Exclusive and Collectively Exhaustive）は，ある事柄又は概念を，重なりなく，

しかも全体として漏れのない部分の集まりで捉える技法であり，全体像を適切に捉え，正しいアクション

につなげていくことを目的とする。 

この技法は，層別（6.4.2 参照）と同類の技法であり，系統図（6.3.4 参照）などの他の技法と合わせて活

用すると効果的である。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 
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－ 問題発生の際，重なりなく漏れなく多角的に要因を洗い出し，原因を特定していく。 

－ 大きな上位方針を，部，課，グループレベルなどに分解していき，実施計画を策定する。 

－ 目標達成手段を洗い出し，最適手段を決める。 

ある事柄又は概念を MECE で捉える際の一つのやり方に，既存のフレームワークを活用することがあ

る。この活用によって，重なり及び漏れが出にくくなる。フレームワークは数多くあるが，代表例を図 23
に示す。 

 

 

図 23－MECE フレームワークの代表例 

6.4.4 ベンチマーキング 

ベンチマーキングは，ベストプラクティス（業界内外の最も優れた業務方法）を学び，自組織と比較す

ることによって自組織に適した形で導入する技法であり，飛躍的な改善をすることを目的とする。 

ベンチマーキングに当たっては，機能を切り口に比較対象を選択するのがよい。ベンチマーキングには，

社内比較，競合比較，異業種比較などがある。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 問題又は課題のベストな目標を設定し，その達成を検討する。 

－ 競争力ある戦略を策定する。 

ベンチマーキングを行う際はベストプラクティスを生みだすイネーブラー（促進要因）も合わせて見い

だすとより効果的である。 

6.5 データを収集するための技法 

データを収集するための技法には，チェックシートがある。チェックシートは，数値データ，言語デー

タなどを収集する際に使う記録用紙で，あらかじめ必要項目を決めて効率よくデータを収集することを目

プロセス改善

クオリティ（Quality）
コスト（Cost）

デリバリー（Delivery）

自社（Company）

マーケット
環境分析
（3C,(4C)）

顧客（Customer）
競合（Competitor）

（チャネル（Channel））

管理の
プロセス

計画（Plan）
実施（Do）
評価（Check）
処置（Act）

事務改善

人／教育
お⾦／経費
設備／什器／備品システム
情報

購買決定
プロセス

注意（Attention）
興味（Interest）
欲求（Desire）
動機（Motive）
⾏動（Action）
満足評価
（Satisfaction）

＋
満足の確認
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製品戦略
分析（4P）
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流通（Place）
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作業方法（Method）
作業者 （Man）
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（7S）

ハード

ソフト
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構造（Structure）
システム（System）

スタイル（Style）
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ハードウェア（Hardware）
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当事者、当事者以外（Liveware）
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的とする。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 日常の業務において必要なデータを効率的に収集する。 

－ 実験又は調査において，あらかじめ定めた項目のデータを漏れなく記録する。 

－ 問題の現状又は原因を把握するために層別（6.4.2 参照）してデータを収集する。 

チェックシートの例を図 24 に示す。 

 

図 24－A ホテルのサービスに対するお客様の意見を収集するためのチェックシートの例 

6.6 プロセスを見える化するための技法 

プロセスを見える化するための技法には，プロセスマッピングがある。プロセスマッピングは，プロセ

スの流れ又は手順を図として視覚化するための技法で，プロセスの現状把握又は改善に活用することを目

的とする。 

活用する主な場面は，次のとおりである。 

－ 業務のプロセスを誰が見ても分かるようにする。 

－ プロセス上のどこにどれくらいの時間がかかっているかなどを明示し，改善機会を明らかにする。明

示する指標は，改善目的に応じて，工数，コスト，歩留まりなどがある（漏れ分析，附属書 B 参照）。 

－ 七つのムダ，VA 及び NVA，ECRS（いずれも附属書 B 参照）などを使ってプロセス上の問題又は課題

を見いだしたり，解決策を検討したりする。 

プロセスマッピングの例を図 25 に示す。 
 

表2 “Aホテルのサービスに対する意見調査の結果”を集計したチェックシートの例

調査方法 ：お客様アンケート

記録者 ：嶋田調査日付 ：3月1日～3月7日
調査期間中のお客様数 ：691名

アンケート回収総数 ：143

3／1 3／2 3／3 3／4 3／5 3／6 3／7

月 火 水 木 金 土 日
計

従業員の態度 10

パンフレットとの違い 5

料金設定 10

静寂度 12

清掃度合い 22

空調設備 36

照明設備 8

水周り設備 30

その他設備 10

計 12 4 7 9 34 54 23 143

意見項目

日付

曜日

調査方法 ：お客様アンケート

記録者 ：嶋田調査日付 ：3月1日～3月7日
調査期間中のお客様数 ：691名

アンケート回収総数 ：143

3／1 3／2 3／3 3／4 3／5 3／6 3／7

月 火 水 木 金 土 日
計

従業員の態度 10

パンフレットとの違い 5

料金設定 10

静寂度 12

清掃度合い 22

空調設備 36

照明設備 8

水周り設備 30

その他設備 10

計 12 4 7 9 34 54 23 143

意見項目

日付

曜日
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図 25－“車いす仕様車の顧客の発注から受取りまで”のプロセスマッピングの例 

7 改善の組織的推進 

7.1 トップマネジメントの役割 

トップマネジメントは，パフォーマンスの向上に改善を役立たせるために，自らが改善に深く関与する

ことの意志を次の事項によって示すのがよい。 

－ 将来の環境変化を見据えて，事業の目指すべき方向及び目標を明確にする。 

－ 事業の目指すべき方向及び目標を達成するために改善をどう活用していくかを明確にし，組織内に周

知し，浸透させる。 

－ 教育及び訓練，組織化，推進の工夫などを通じて改善のための環境を提供する。 

－ 改善が適切に行われているか診断し，必要な処置を取ったり，支援を提供したりする。 

7.2 経営における改善の位置付け 

経営は，様々な環境変化がある中で，顧客及び社会のニーズと，組織がもつ技術，リソースなどとを結

び付けて価値を創造することである。他方，改善は，製品及びサービス，プロセス又はシステムについて，

目標を現状より高い水準に設定して，問題又は課題を特定し，問題解決又は課題達成を繰り返し行う活動

である。したがって，経営に TQM を活用する際には，附属書 A に示すあらゆる活動においてこの規格で

示す改善の手順及び技法を活用するのが効果的である。改善は職場第一線におけるたゆまぬ漸進的な活動

に限られるものではなく，経営者及び管理者自らが経営上の意思決定をし，それらを実現していく場合も，

経験及び勘だけに頼るよりは，改善の手順及び技法を用いる方が成功の確率が高くなる。 

a) 方針管理における改善の位置付け 

方針管理は，全部門及び全階層の参画の下で，方針（重点課題，目標及び方策）を明確にし，ベク
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トルを合わせて重点指向で達成していく活動であり，方針の策定及びその展開から期末のレビューに

至るプロセスは改善の連鎖といえる。したがって，方針管理に関わる一人ひとりが改善の手順及び技

法を理解し，方針の展開，方策の実施，期末のレビューなどに取り組むのがよい。因果関係に基づか

ない単なる話し合いだけによるすり合わせを行っていたのでは，根拠の薄い展開になってしまい，目

標と方策との整合性が担保できないために，下位の方策を実施できても上位の目標が未達成となって

しまうなどという齟齬が生じてしまうことになる。 

b) 日常管理における改善の位置付け 

日常管理は，組織のそれぞれの部門において，日常的に実施されなければならない分掌業務につい

て，その業務目的を効果的かつ効率的に達成するために必要な維持向上の活動である。日常管理が効

果を発揮するためには，敏感に異常を検知し原因となったプロセスの変化を突き止めるだけでなく，

そのような変化が二度と発生しないように再発防止を行うことが重要である。事実に基づいて深いレ

ベルで真の原因を追究し，確実な再発防止を行う上では，改善の手順及び技法が役に立つ。また，異

常報告書に基づいて再発防止のための対策を承認する立場にある経営者及び管理者も，その対策に至

るプロセスを評価し指導するために，改善の手順及び技法を熟知している必要がある。 

c) 新製品及び新サービス開発管理，並びにプロセス保証における改善の位置付け 

新製品及び新サービス開発，新技術開発，新規市場開拓，新規顧客開拓，工程能力の調査及び改善，

トラブル予測及び未然防止，検査及び確認などの技術者及びスタッフの業務は，課題達成及び問題解

決を抜きに考えることは難しい。固有技術並びに経験及び勘だけに頼るのでなく，改善の手順及び技

法を活用するのが効果的である。 

d) 人材育成における改善の位置付け 

管理者及びスタッフによる改善，職場第一線の小集団による改善などは，取り上げた問題及び課題

に対する直接的な効果だけでなく，全員参加を引き出し，その中で，経営者及び管理者を含めた組織

で働く一人ひとりが意欲及び能力を高めるとともに，組織が変化に柔軟に対応できる能力を獲得する

上で有用である。 

7.3 改善のための教育及び訓練 

改善の手順及び技法は，組織内の活動だけでなく，社会課題の解決にも有用である。このため，学校教

育においても，改善の手順及び技法はその重要性が認識され，教育の仕組みに組み込まれている。ただし，

そのような教育を受け訓練を積んでいない人も多く，いまだにその存在すら知らずに，経験及び勘に頼っ

た思い付きの対策を打ち，成功確率を上げられないでいる例も少なくない。組織は，そのような教育を受

けてこなかった人にも，改善の基本を体系的に教育するとともに，日々の活動の中で改善の手順及び技法

の活用の実践訓練を実施するのがよい。具体的な教育及び訓練の内容及びその方法については，JIS Q 9029
を参考にするのがよい。 

a) 改善のための教育 

改善の手順及び技法については，階層別分野別教育体系を整備し，経営者から第一線の従業員まで

を計画的に教育する必要がある。例えば，第一線の従業員については，問題解決型，課題達成型など

の手順，及びパレート図，ヒストグラム，特性要因図，散布図，プロセスフロー図などの基本的な技

法を学べるようにするのがよい。また，設計者，生産技術者などのスタッフについては，これらの手

順及び技法に加えて，実験計画法，タグチメソッド，FMEA など，より専門的な技法を学べるように

するのがよい。さらに，経営者及び管理者については，これらの手順及び技法を活用した改善の事例

を評価したり，指導したりするための能力を身につけられるようにするのがよい。 

b) 改善のための訓練 

改善のための能力は一度教育を受けただけではなかなか身につかない。また，経営者，管理者など，
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立場が変わると，果たすべき役割及び求められる能力も変わってくる。例えば，経営者には顧客及び

社会が求めているニーズを踏まえて組織の進むべき方向を定める能力が求められるのに対して，管理

者には組織の方針を具体的に展開するとともに，スタッフ及び第一線の従業員と一緒になって実現し

ていく能力が求められる。そこで重要となるのが実践による訓練である。 
実践による訓練の場としては，方針管理，日常管理，小集団改善活動などの実施，及び経営幹部会，

管理職会議，部内会議などでの議論がある。例えば，担当者は改善の手順に従って各種技法を用いて

どうすべきかを検討し，その結果を提案する。参加者全員で，その論理性及び根拠を吟味した上で意

思決定する。これによって，問題及び課題の解決及び達成の確率が高まるだけでなく，会議に参加す

る人の実践的な訓練の場となる。 

また，経営者及び管理者が職場第一線までを対象とする診断を定期的又は随時に行うのもよい。診

断の対象は主に方針管理，日常管理，小集団改善活動などとなるが，そこでは，単なる結果だけに着

目するのではなく，改善の手順及び技法を適切に応用しているかというプロセスを重視して診断する

のがよい。 

7.4 改善の推進 

7.4.1 推進のための組織化 

a) 改善を実施する主な主体 

改善を実施する主な主体としては，次のものがある。詳細は JIS Q 9028 を参考にするのがよい。 

－ 部門又は部門内改善チーム：部門に与えられた分掌業務を果たすことに加えて，組織の方針を受け

てその実現のために具体的に活動することは，部門の役割である。部門は，従来日常的に行ってき

た活動の単なる延長では乗り越えられない短期的又は中長期的な問題及び課題について，改善のた

めの手順及び技法を活用して組織的に取り組む計画を立案し，現存するプロセスの変更又は改善を

行う。なお，具体的な実施主体は部門全員の場合もあれば，一部の選任されたチーム又は個人の場

合もある。 

－ 部門横断チーム：一つの部門単独では達成できない場合には，既存の部門及び階層にとらわれるこ

となく，取り組む問題及び課題の内容に適した知識及び技能をもつ人を結集した，部門横断チーム

を編成して組織的に取り組む。 

－ 職場第一線の従業員による小集団：部門又は部門横断チームによる改善とは別に，QC サークルの

ような職場第一線の従業員によって編成した小集団によって継続的改善を進める。 

－ 個人又はアドホックチーム：問題若しくは課題を発見した個人，又はそれに取り組むことに賛同し

て自主的に集まったメンバーが，既存の組織にとらわれることなく自由闊達に取り組む。その成果

は提案制度などを設けて組織に反映されるようにする。 

b) 改善を推進する部門の設置及び適任者の配置 

改善を推進するために，組織全体の活動を統括し，手順，技法，チームワークなどに精通した，改

善を支援する部門を設定し，適任者を配置するのがよい。特に高度な統計手法などについては全員に

教育することは無理があるので，特別に選任したメンバーを任命し，組織外の専門家と連携をとれる

ようにして，多くの改善の支援ができるようにするのがよい。 

例 TQM 推進室，機能別管理を実施する機能別委員会など 

7.4.2 推進の工夫 

a) 改善の活動経過及び改善で得られた成果の共有 

組織は，活動経過及び成果を共有化する効果的で効率的なコミュニケーションを積極的に実践する
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のがよい。これらの情報の共有によって，参加者の創造性発揮及び能力向上の機会を提供することが

可能である。 

b) 改善に対する評価 

組織は，改善の目標達成に対する組織の人々の動機付け，満足度向上にも貢献できるよう，改善の

活動経過及び改善の成果に対して報奨する制度などを設けて，評価することが望ましい。 

業績評価，人事考課などにおいて，改善を評価する場合には，目標の達成又は未達成という結果だ

けでなく，改善のプロセスを考慮するのがよい。これによって，環境などの影響を受けやすい結果だ

けによる評価よりも，各人の納得性も高く，より公平な実力の評価となる。これによって改善に対す

る意欲が向上する。ただし，その場合，手法の活用数などだけによる形式的な評価によって本質を失

わないように，評価者自らも様々な機会を通じて実体験し深い理解をしておく必要がある。 
c) 提案制度 

組織は，改善提案制度を設けることで身近な問題及び課題の解決及び達成を促進し，改善に全員が

積極的に関わる風土を醸成するのがよい。提案制度は，提案件数及び提案内容の質を確保するために，

報奨する制度を取り入れ，提案に対する効果の大きさ及び件数に応じて評価する仕組みとするのがよ

い。また，優秀な提案は公開し，組織内で成果の共有化を図るのがよい。 

d) 情報技術の活用 

組織は，改善の環境を整え維持するために，情報技術を活用し，改善を支援するための環境を，改

善に取り組む人々に対して提供するのがよい。例えば，箇条 6 及び附属書 B にある技法の多くは，パ

ッケージソフトが提供されているので，必要に応じて導入するのがよい。また，改善の結果及び事例

は，知識化して，組織の人々が学習できるデータベースを構築し，効果的に活用できるようにするの

がよい。 
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附属書 A 
（参考） 

TQM において中核となる活動及びその組織的推進 
 

A.1 TQM において中核となる活動 

組織は，経営環境が大きく変わる中，顧客満足の実現並びに技術の活用及び革新を通した，適正な利益

の確保及び持続的な成長，社会への貢献などを目指して，絶えず新しい製品及びサービスを開発し，顧客

に提供している。TQM とは，顧客及び社会のニーズを満たす製品及びサービスの提供並びに働く人々の満

足を通した組織の長期的な成功を目的とし，プロセス及びシステムの維持向上，改善及び革新を，全部門

及び全階層の参加を得て行うことで，経営環境の変化に適した効果的かつ効率的な組織運営を実現する活

動である。 

TQM における中核となる活動は，プロセス及びシステムの維持向上，改善及び革新である。 

a) 維持向上（狭い意味の管理） 目標を現状又はその延長線上に設定し，目標から外れないようにし，

外れた場合にはすぐに元に戻せるようにし，さらには現状よりも良い結果を得ることができるように

する活動である。ずれの原因となるプロセスの変化及び変更に着目することが重要となる。 

b) 改善 目標を現状より高い水準に設定して，問題又は課題を特定し，問題解決又は課題達成を行う活

動である。結果とプロセスとの間の因果関係を明らかにし，それに基づいてプロセスの大幅な変更を

行うことが重要となる。 

c) 革新 組織の外部又は組織内の他部門で生み出された新たな固有技術を導入及び活用し，プロセス及

びシステムの不連続な変更を行う活動である。 

維持向上，改善及び革新の関わりは，維持向上で解決が難しい問題及び課題は改善及び革新のインプッ

トとして活用され，また，改善及び革新を通して得られた業務に関するノウハウは維持向上のインプット

として活用される。これらの活動を密接に関連付け，パフォーマンスの向上が効果的かつ効率的に達成で

きるようにする必要がある。維持向上だけでは顧客及び社会のニーズの変化に対応しきれず，プロセス及

びシステムがもつ潜在能力を引き出すこともできない。また，改善及び革新だけを行っても成果を継続す

ることは難しい。TQM における中核的な活動である維持向上，改善及び革新の取組が，目的に合わせて繰

り返されることによって組織の総合的なパフォーマンスを段階的に高めることが可能である（図 A.1 参照）。 
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図 A.1－TQM における維持向上，改善及び革新 

A.2 維持向上，改善及び革新の組織的推進 

全部門及び全階層の参加を得て維持向上，改善及び革新を絶え間なく実践するためには，さらに，これ

らを顧客及び社会のニーズを満たす製品及びサービスの提供，並びに働く人々の満足につなげるためには，

次の事項に組織的に取り組むことが必要である（図 A.2 参照）。 
a) 品質保証 顧客及び社会のニーズを満たすことを確実にし，確認し，実証するために，組織が行う体

系的活動である。品質保証を行うことで，ニーズとプロセス及びシステムとのつながりが密となり，

維持向上，改善及び革新として何を行わなければならないかが明らかになる。 

b) 方針管理 全部門及び全階層の参画の下で，方針（重点課題，目標及び方策）を明確にし，ベクトル

をあわせて重点指向で達成していく活動である。改善及び革新を実践するためには，顧客のニーズ及

び経営環境の変化に対応するための戦略及び目標を立て，その達成のために取り組むべき問題及び課

題を目的指向及び重点指向の原則に沿って明らかにする必要がある。 

c) 日常管理 組織のそれぞれの部門において，日常的に実施されなければならない分掌業務について，

その業務目的を効果的かつ効率的に達成するために必要な維持向上の活動である。維持向上を実践す

るためには，各部門及び各担当者が自分の職務及びそれを行うプロセスを明確にした上で，できばえ

に影響する原因，その変化及び変更，並びにそれらを一定に保つ又は影響が生じないようにする方法

を標準として定め，そのとおり行う必要がある。また，管理項目を定めて異常を検出し，標準及びそ

の守り方を見直す必要がある。 

d) 小集団改善活動 共通の目的をもち，様々な知識，技能，見方，考え方，権限などをもつ少人数から

なるチームを構成し，維持向上，改善及び革新を行うことで，構成員の知識，技能及び意欲を高める

とともに，組織の目的達成に貢献する活動である。コミュニケーションが図りやすい少人数のグルー

プを編成し，方針管理及び日常管理を通じて明らかとなった様々な問題及び課題についてスピードの

ある取組でその解決及び達成を図るとともに，その成果を活用して日常管理を実践する中で各人の能

力向上及び自己実現，並びに信頼関係の醸成を図る必要がある。 

e) 品質マネジメント教育 顧客及び社会のニーズを満たす製品及びサービスを効果的かつ効率的に達

成する上で必要な価値観，知識及び技能を組織の構成員が身に付けるための，体系的な人材育成の活

動である。維持向上，改善及び革新が活発に行われるには，その前提として，組織の構成員全員が同

じ価値観をもつとともに，維持向上，改善及び革新を行うための知識及び技能を身に付けることが必

要である。 
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図 A.2－TQM 活動要素 
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附属書 B 
（参考） 

改善を支援するその他の技法 

改善を支援するその他の技法を，表 B.1 に示す。 

表 B.1 改善を支援するその他の技法 

技法 解説 
七つのムダ ムダを見つける視点をいう。七つとは，動作，加工，不良，作りすぎ，在庫，運搬，及び手

待ちのムダをいう。製造工程だけでなく，サービス，間接業務など，あらゆる仕事に適用可

能である。 
AHP，階層化意思

決定法 
問題全体を，究極の狙い，評価基準及び 代替案という階層図に表現した上で，複数の評価基

準の下で，多数の代替案の中からの選択，複数の要素へのリソースの配分，又は複数の要素

の評価若しくは順位付けをする技法。 
ECRS，イクルス 工程又はプロセスを改善するための四つの視点であり，やめる（Eliminate），統合する

（Combine），入れ替え又は代替する（Rearrange），及び単純化する（Simplify）の四つの英語

の頭文字をつなげたもの。改善する場合は E→C→R→S の順番で検討する。 
FMEA，故障モー

ド影響解析 
設計の不完全さ又は潜在的な欠陥を見いだすために，構成要素の故障モード及びその上位ア

イテムへの影響を解析する技法。解析の対象が何かによって，DFMEA（Design FMEA），

PFMEA（Process FMEA）などと呼ばれる。 
FTA，故障の木解

析 
信頼性又は安全上，その発生が好ましくない事象について，論理記号を用いて，その発生の

経過を遡って樹形図を展開し，発生経路，発生原因及び発生確率を解析する技法。 
PDPC，過程決定

計画図 
事態の進展とともに，各種の結果が想定される問題について，望ましい結果に至るプロセス

を定める技法。 
QC 工程表，プロ

セス管理計画 
製品及びサービスの生産及び提供に関する一連のプロセスを図表に表し，このプロセスの流

れにそってプロセスの各段階で，誰が，いつ，どこで，何を，どのように管理したらよいか

を一覧にまとめたもの。 
QFD，品質機能展

開 
製品及びサービスに対する顧客及び社会のニーズを実現するために，要求品質，品質特性な

どをそれぞれ系統的に展開し，それらを二元表によって相互に関連付けることによって必要

とする特性，仕様，判定基準などを定めるための技法の集合体。品質展開，技術展開，コス

ト展開，信頼性展開，業務機能展開などの総称である。 
TRIZ，トリーズ システムの理想性向上を目指すために，技術進化の原理に基づき，革新的アイデアを創出す

る合理的方法論。TRIZ は発明的問題解決理論という意味のロシア語を英語表記した場合の

頭文字をとっている。 
VA 及び NVA VA は Value-Added（顧客価値を生み出す），NVA は Non Value-Added（顧客価値を生み出さな

い）の略で，一つ一つのプロセスを顧客の視点でいずれに該当するか評価し，プロセスの改

善につなげる技法。 
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表 B.1 改善を支援するその他の技法（続き） 

技法 解説 
アンケート調査 実態把握，仮説検証などのためにデータを収集する技法。アンケート調査には，郵送，Web，

グループインタビューなど多くの種類があり，数値データを収集するのか，言語データを取

るのかなども含めて，目的を明確にした上で実施することが必要である。 
エラープルーフ

化 
ヒューマンエラーを防止する，又はそれによって引き起こされる影響を軽減するための製品，

サービス又は作業方法に関する工夫。作業方法は，部品，材料，設備，指示書，手順などの

要素及びそれらのつながりを含む。 
回帰分析 ある変数（目的変数）を別の一つ以上の変数（説明変数）を用いて説明又は予測をしたい場

合などに，両者の関係を表すモデル式を設定し，実際のデータを用いてモデルに含まれる未

知の母数（回帰係数など）の推定及び検定を行う技法。 
ガントチャート 時間を区切った図表に計画を示し，各計画に対応する時間の実績を逐次記入したもので，あ

る時点における計画と実績との差異が一目で把握できる技法。 
技能評価表 人の技能を評価するためのシート。業務に求められる技能の項目ごとに 5 段階などの複数の

レベルに分けて，達成すべき状態をマトリックスで示し，各人がどのレベルにあるかを評価

する。評価した結果を一覧表（スキルマップと呼ばれる。）にすることで，各職場の技能の状

態を見える化することが可能である。 
経過反省表 一つの事例を元にプロセス（新製品開発，販売の流れなど）に沿って基準になるもの（標準，

計画など）と実績とのギャップを明らかにし，その要因を掘り下げる方法。 
工程異常報告書 工程異常発生時に，発生状況，原因，処置内容などを記録しておき，再発防止又は維持向上

に役立てること，及び今後の工程設計に必要な技術情報を残しておくことを目的とする文書。 
コンジョイント

分析 
新製品又は新サービスの開発の際に，製品及びサービスを構成する重要な要素（例えば，機

能，性能，使用方法，デザイン，価格など）を取り上げて，実験計画的に組み合わせたサン

プル又はプロファイルカードを顧客に提示して，順位付けなどの評価をしてもらうことで，

各要素の重要度及び要素の最適な組合せを明らかにする技法。 
作業標準書 プロセスに必要な一連の活動に関する基準及び手順を定めたもの。基準にはインプットに関

するもの，アウトプットに関するものがある。 
実験計画法 問題としている特性（結果）に対する要因の影響の程度を評価するための，効果的かつ効率

的な実験の計画及びデータ解析のための技法。要因配置実験，直交配列実験，枝分かれ実験

などが含まれる。 
タグチメソッド，

品質工学 
製品及びサービスの品質又は質が，機能のばらつきによる損失，使用コスト，及び機能に関

係のない弊害項目の三つよりなると考えた上で，製品及びサービス，プロセス又はシステム

の設計を効果的かつ効率的に行う技法。 
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表 B.1 改善を支援するその他の技法（続き） 

技法 解説 
統計的検定及び

推定 
検定は，母集団から採取したサンプルのデータを用いて，母集団の分布に関する仮説の真偽

を統計的に判定する技法。推定は，母集団から採取したサンプルのデータを用いて，分布の

母数（平均，分散など）を見積もる技法。母数の値を一つの値で推定する方法を点推定と呼

び，区間で推定する方法を区間推定と呼ぶ。 
ブレーンストー

ミング 
ある問題又はテーマに対し，参加者が自由に意見を述べることで，多彩なアイデアを得るた

めの会議法。 
プロセスフロー

図 
複数のプロセスの関係を，プロセスの間で受け渡される物，情報などの流れに着目して表し

た図。 
マトリックス・デ

ータ解析 
マトリックス図に配列された多くのデータの相互関係を可視化し，それぞれのデータの特徴

を明解にする技法。主成分分析，因子分析，数量化Ⅲ類などが含まれる。 
漏れ分析 市場の全体需要から自社での顧客獲得までのプロセスを明らかにし，どこのプロセスでどの

程度顧客が逃げているか（漏れ）などを分析する技法。目的指標が目減りしていく状況をプ

ロセスで把握し，改善の機会を見いだすために用いられる。 
リスク分析 目的とする結果が確実に得られるようにするために，利用可能な情報を系統的に活用し，計

画の実施段階において起こり得る問題を洗い出し，各々のリスク（目的に対する不確かさの

影響）の大きさを見積もる技法。リスク評価及びリスク対応のための基礎を提供する。 
ワイブル分析 システムの信頼性を評価するために，故障又は寿命に関する実測データがワイブル分布に当

てはまるかどうかを判定し，当てはまるとしたならばその母数の値を推定するための技法。

母数（形状パラメータなど）の値によって，初期故障，偶発故障又は摩耗故障のいずれであ

るかが分かる。 
注記 各技法は，数字，アルファベット，及びあいうえお順に並べている。 
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